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1.1.    研究背景研究背景研究背景研究背景 

構造物を安全かつ合理的に運用するために構造ヘルスモニタリング技術が注目

されている．航空機，船舶，鉄道及び自動車などの輸送機器，ビルや橋梁，トンネ

ルなどの土木建築構造物，また，圧力容器や発電プラントなどの機械構造物の重大

事故は社会的影響が大きく，企業の損失のみならず人的被害や環境汚染など，その

被害は多岐に渡る可能性を有している．材料の破壊現象は一般的に確率論的，統計

的性質を有しており，かつ様々な外力作用や使用環境の違いにより劣化や磨耗，破

壊プロセスも異なるために複雑であるため，正確な予測は難しい．また，人的過失

や偶発的要因などからも事故をなくすことは非常に困難である． 

これまでの事故に学べば(1)，構造物の健全性を常時監視することで磨耗や損傷状

況を把握し，評価することが必要である．このことは，事故を未然に防ぐだけでは

なく，運用状況の異なる構造物でもそれぞれに部品交換時期の最適化や余寿命予測

などに利用することできるため，運用コストの削減や検査サイクルの最適化による

稼働率の向上にも役立つ．このような社会的背景から，構造ヘルスモニタリング技

術の発展が期待されている(2-6)． 

炭素繊維強化複合材料（Carbon Fiber Reinforced Plastic：CFRP）は従来金属と比

較して優れた比強度，比剛性や耐疲労特性を有しており，航空宇宙産業や輸送機器

産業，土木建築産業において適用が拡大している．特に航空機分野においては環境

負荷や運用コスト削減のために更なる構造の軽量化が求められており，破損が直接

墜落を導かない二次構造から，翼や胴体などの一次構造へと適用され始めている

(7-11)．しかしながら，CFRP 積層板が構造強度部材として使用される場合，積層構

造であることから小さな衝撃でも容易に層間はく離を生じ，強度が著しく低下する

ことが問題となっている． 

CFRP 積層板は異物衝撃損傷（Foreign object damage: FOD）によって圧縮強度・

剛性が大きく低下するため，衝撃後圧縮（Compression after impact: CAI）強度が重

要な材料評価項目となっている(12-15)．これは，外部衝撃などにより積層板内部に層

間はく離が発生することで，積層板の座屈荷重が著しく低下することに起因する．

層間はく離は目視検査での発見が困難であり，航空機構造設計では，実際の CFRP

強度の約 20～30%での設計を行っているのが実情である． 
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複合材料の適用を妨げている要因の一つは破壊メカニズムの複雑さであり，従来

金属と比べてその解明は十分ではない．構造物の健全性を保証するため，更には定

期検査に要する膨大なコスト削減のために，CFRP 積層板に適用可能なヘルスモニ

タリングシステムの構築が急務となっている． 

 

1.2.    従来の非破壊検査手法従来の非破壊検査手法従来の非破壊検査手法従来の非破壊検査手法    

 CFRP に適用可能な従来非破壊検査法としては，超音波探傷検査，X線検査，AE

（Acoustic Emission）検査，渦電流探傷検査，サーモグラフィー検査，コインタッ

ピング検査や目視検査などが用いられている．しかしながら，特に超音波探傷検査

や X 線検査などは小さな欠陥も検出することが可能であるが，一般的に装置の制

約から検査対象の大きさに制限があること，探触子などで構造全体を走査する必要

があるために要する時間やコストが膨大であること，構造物の稼動時の損傷モニタ

リングが困難であることなどの問題点がある．また，構造物の分解を伴う場合には，

経済的，時間的損失は更に大きくなる．このような背景から，稼動中もしくは定期

検査時に簡便で非破壊的に層間はく離を精度良く検出するヘルスモニタリングが

望まれている． 

 

1.3．．．．近年のヘルスモニタリング手法近年のヘルスモニタリング手法近年のヘルスモニタリング手法近年のヘルスモニタリング手法 

 CFRP に適用可能なヘルスモニタリング手法としては，光ファイバセンサーや圧

電材料を用いるもの，CFRP 自体の振動特性変化，電気特性変化を利用する方法が

研究されている． 

 光ファイバを用いる方法(16-18)では，電磁気的なノイズに強く，一本の光ファイバ

に測定点を多数配置することにより任意の点における測定や，分布センシングも可

能である．また，近年では細径のファイバ（一次被覆までの直径が約 50µm）も開

発されており，ファイバ埋め込みによる強度低下(19, 20)を低減している(21, 22)．しか

しながら，光ファイバは非常に高価であること，修復が困難であり，ファイバの一

部損傷が他の部分でのモニタリングにも影響を与えること，更に，センサから離れ

た場所では検出が困難であることなどの問題点がある．  
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 圧電材料は応力の負荷による電圧の発生や，逆に電圧負荷によって伸縮する性質

を利用し，圧電フィルムや素子を表面に実装したり，積層板内部へ埋め込むことに

よって衝撃や損傷をモニタリングする研究がされている(23-27)．例えばFu-Kou Chang

らは高分子フィルム上に圧電素子をプリントした SMART レイヤー(28-32)を積層板

内部に埋め込み，パッシブセンシングによる衝撃荷重測定，アクティブセンシング

による損傷同定を提案している．しかしながら，この方法では衝撃力の推定やその

位置同定は可能であるが，衝撃力とはく離発生及びはく離の大きさなどを直接的に

関係付けることが困難であるという問題点がある．また，アクチュエータから弾性

波を発生させて探傷する方法では，小さなはく離の検出が困難であり，検出方法も

研究段階である． 

振動特性変化を利用する方法(33-37)では，既存のセンサや装置を用いて容易に測定

できる利点がある．しかしながら，使われる周波数帯は対象構造物の一次固有振動

数から高くても数 kHz 程度であり，小さな損傷では構造物の振動特性は大きく変

化しないために高精度な同定は難しい．また，システムが稼動中でないときには検

出できない． 

CFRP は強化材である炭素繊維が導電性を有していることから(38, 39)，はく離に起

因した積層板の電気特性変化を利用したモニタリングが可能である．この方法では

センサ埋め込みによる強度低下が発生せず，はく離に起因した電気特性変化を測定

するためには電極を設置するだけでよく安価である．更に，既存の構造物にも適用

可能であり，システム補修も容易であるという利点を有する．電気特性変化を利用

したモニタリング手法である電位差法について次に説明する． 

 

1.4.    電位差法電位差法電位差法電位差法 

 電位差法は従来金属の表面及び内部欠陥，損傷状態を定量化する非破壊検査方法

としてこれまでに多数の研究がなされている．欠陥（き裂等）を有する導電性部材

に電流を流した場合，欠陥はその寸法や位置，向きに応じて電流の流れを妨げるた

めに，部材内部での電位分布に乱れが生じる．電位差法はこの変化を測定すること

により，欠陥の位置，寸法，深さなどを評価する方法である． 

 電位差法には直流電流（直流電位差法）を用いるものと，交流電流（交流電位差
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法）を用いるものがある．直流電位差法では金属の表面き裂(40-43)や埋没き裂(44, 45)，

分岐き裂(46, 47)，複数き裂(48)など様々検討がなされ，数値解析を用いた逆問題解析

手法によりき裂位置や形状の推定が可能であることが示されている(49-57)． 

 一方，交流電位差法は負荷電流の周波数を上げると，電流が表面近傍だけに流れ

る表皮効果を利用することで，表面欠陥に対する感度が上げられる特徴がある．従

って，表皮効果により負荷電流が小さくても表面欠陥による電位差変化が測定可能

となるため，装置の小型化や熱の発生による影響を低減することができる．また，

電位分布に加えて位相及び周波数特性に関する情報も測定することができ，欠陥推

定のための情報量は多い．しかしながら，電位差変化とはく離との関係を数値解析

により得るためには動電磁場解析を行わなければならず，磁化特性の取り扱いや，

導体まわりの空気層の電磁界変化も解析する必要があるために複雑となる(58-61)． 

CFRP積層板では多数の導電性の炭素繊維が絶縁体である樹脂に埋め込まれた状

態であり，繊維方向については繊維一本一本をそれぞれ抵抗とみなした並列回路に

部分的に繊維同士が接触した複雑なネットワークを形成している(62-63)．また，繊維

直交方向には繊維間に樹脂が存在するためにキャパシタンス成分が生じ， RC 回路

モデルとなる(64-66)．従って，CFRP 積層板として導電性を有することから，電位差

法を用いたヘルスモニタリングが可能である． 

 

1.5.    CFRP積層板はく離検知への電位差法の適用積層板はく離検知への電位差法の適用積層板はく離検知への電位差法の適用積層板はく離検知への電位差法の適用 

電位差法の等方性導体材料以外への適用も多数研究されており，特に CFRP 積層

板については，層間はく離やマトリックス割れ，スプリッティングや繊維破断(67-76)，

負荷ひずみ(77-82)，疲労(83-86)などをモニタリングする研究がなされている．しかしな

がら，これらはひずみや損傷に伴う電気特性変化のモニタリングのみであり，損傷

の位置や範囲を詳細に検出することを目的とした論文は少なく(87-92)，CFRP を用い

て実験的にもはく離同定を成功している研究はない．一方，轟ら(93-96)は層間はく離

の位置及び寸法を同定する方法を提案し，実験的にもその有効性を示している． 

轟らははく離に伴う CFRP 積層板の電気特性変化を利用したはく離同定を実施

してきた．これまでの研究において，CFRP 積層板の表面に複数電極を設置し，隣

接電極間電流負荷時の電極間電気抵抗変化からはく離の位置とその大きさの同定
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が可能であることが示された(93-96)．ここで，電気抵抗変化法とは，電位差法におけ

る電流負荷電極と電圧測定電極とが同一の場合である．轟らは，ひずみゲージ測定

に用いられる一般的なブリッジ回路を用いてはく離に伴う電極間電気抵抗変化率

を測定している(93-95)．しかし，この電気抵抗変化法は同定精度が高いが，測定回路

を順次切替えて多数回の電流負荷が必要であるために測定に時間が掛かり，システ

ム回路も複雑となる．また，2 電極法を用いるために電極不都合の影響を受けて，

大きく誤同定する可能性を有している． 

これらの問題を改善する方法としては，一対の電流電極と多数の電圧電極を設置

する電位差法を採用し，電流を構造全体に流した状態で電圧電極間電位差を測定す

ればよい．この方法では電気抵抗変化法のように多数回の電流負荷が必要なく，ま

た，電流電極と電圧電極を分離するために電極不具合の影響も分離可能となる．し

かしながら，平板全体に電流を流す轟らの研究では，電気抵抗変化法と比べて同定

精度が大幅に低下することが示されている(97,98)． 

 

1.6.    研究目的研究目的研究目的研究目的 

本論文では，航空機など CFRP 積層板を強度部材として使用する構造物の健全性

評価の観点から，電位差法を用いた簡便で低コストかつ，リアルタイムモニタリン

グ可能な精度良い層間はく離同定方法に関する研究を行った．多数回の電流負荷が

必要であり，電極部での接触抵抗に影響を受けて大きく誤同定する可能性を有する

電気抵抗変化法の問題点を改善し，かつ電気抵抗変化法と同等な同定精度を持つ新

しい電位差法を提案し，その有効性を実証することを目的とした． 

 

1.7. 本論文の構成本論文の構成本論文の構成本論文の構成 

本論文の構成は以下に示す 7 章からなる． 

第第第第 1章「緒論」章「緒論」章「緒論」章「緒論」 

研究背景として CFRP 積層板に対するはく離モニタリングの必要性と，従来の研

究について述べ，本研究の目的を示した． 
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第第第第 2章「電位差法の問題点」章「電位差法の問題点」章「電位差法の問題点」章「電位差法の問題点」 

はく離に起因した電位差変化からはく離を同定する逆問題解析方法について述

べた．CFRP 積層板の層間はく離は表面欠陥でないこと，数値解析が容易であるこ

と，測定に必要な機器が低コストであることから直流電流を用い，一般的な電位差

法を適用し，CFRP 積層板内に存在する層間はく離同定を解析的に行った．その結

果，電位差法でははく離形状に依存して大きな誤同定を導く可能性があることを示

した．更に，はく離形状によって誤同定を導く原因を明らかとし，電位差法の問題

点を示した． 

第第第第 3章「章「章「章「2段階同定電位差法による改善」段階同定電位差法による改善」段階同定電位差法による改善」段階同定電位差法による改善」 

電位差法の問題点を解決するために，2 段階同定電位差法を提案した．この方法

によりはく離形状に依存せずに精度良くはく離が同定可能であることを解析的に

示した．電位差法では，炭素繊維の導電性を利用するため，はく離同定精度は積層

板の導電率に依存する．従って，繊維体積含有率の差異による積層板の導電率の違

いを考慮し，同定精度を検討した．また，梁型試験片による多数回のはく離実験を

実施し，実はく離も同定可能であることを合わせて示し，その有効性を明らかとし

た． 

第第第第 4章「非対称電流負荷電位差法による改善」章「非対称電流負荷電位差法による改善」章「非対称電流負荷電位差法による改善」章「非対称電流負荷電位差法による改善」 

電位差法の問題点を解決するもう一つの方法として，非対称電流負荷電位差法を

提案した．この方法がはく離形状に依存しない原理を説明し，解析及び実験的には

く離を同定して提案手法の有効性を示した． 

第第第第 5章「等価導電率による実験回数削減法」章「等価導電率による実験回数削減法」章「等価導電率による実験回数削減法」章「等価導電率による実験回数削減法」 

 2 段階同定電位差法と非対称電流負荷電位差法では，逆問題解析手法として応答

曲面法を用いた．応答曲面作成には多数の学習データが必要であるため，第 3 及び

4 章では多数回のはく離実験を実施することによりそのデータを得た．しかしなが

ら，本手法の実機構造への適用を考慮した場合，はく離試験を多数回実施すること

は非常に高コストとなる．本章では，多数回のはく離実験を行わずに，かつ精度良

くはく離を同定するため，等価導電率を用いた FEM 解析により応答曲面作成用学

習データを取得する実験回数削減法を提案した． 
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第第第第 6章「電位差法と電気抵抗変化法の同定精度章「電位差法と電気抵抗変化法の同定精度章「電位差法と電気抵抗変化法の同定精度章「電位差法と電気抵抗変化法の同定精度比較」比較」比較」比較」 

 提案した 2 つの電位差法と電気抵抗変化法の同定精度の比較を行った．また，電

極間隔が同定精度に与える影響や，電磁ノイズによる影響について検証し，電気抵

抗変化法と比較して提案手法の有効性を示した． 

第第第第 7章「結論」章「結論」章「結論」章「結論」 

各章において得られた結果をまとめ，本論文による成果を述べた． 
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2.1.    緒緒緒緒    言言言言 

本章では，積層板片側表面の両端に 1対の電流電極と，その間に多数の電圧電極

を設置した電位差法を適用し，はく離に起因した電極間電位差変化よりはく離位置

及び寸法を同定する方法について述べる．ここで，電極を積層板片側表面にのみ設

置するのは，航空機構造への適用を考慮した場合には電極を構造外側には設置でき

ないことが多いためである．従って，本論文では以降全て，電極は積層板片側表面

にのみ作成する． 

電気抵抗変化法では，はく離に起因した電極間電気抵抗変化を測定するために，

全隣接電極間にそれぞれ電流を負荷して電気抵抗を測定する必要があるため，測定

システムが複雑となる．また，電流干渉の影響を避けるために電極間ごとに順次通

電し，測定する必要があることから，測定時間も長い．更に，電流電極と電圧測定

電極が同一であるため，2電極法による接触抵抗の影響を受けて測定値が大きく変

化する可能性があり，大きな誤同定を導く．一方，電位差法では，電流は試験片端

部から他端部に負荷するため，試験片全体に通電した状態ではく離に起因した電圧

電極間電位差変化を同時に測定することができる．また，電流電極と電圧電極を分

離して 4電極法を用いるために，接触抵抗の影響を無視することが可能である．  

ここでは，積層板表面に 7 個の電極を設置したモデルを用いて，FEM 解析によ

るはく離同定を実施した．また，前節で述べたとおり，CFRP積層板は薄板であり

層間はく離は表面欠陥でないこと，数値解析が容易であること，測定に必要な機器

が低コストであることから，本稿では直流電位差法を用いた． 

 

2.2.    電位差法による層間はく離同定電位差法による層間はく離同定電位差法による層間はく離同定電位差法による層間はく離同定 

2.2.1. 解析モデル 

本研究では，汎用有限要素法ソフト ANSYS を用いて FEM 解析を行った．試験

片形状は長さ 200mm，厚さ 1mm の二次元梁である（図 2-1 参照）．積層構成は直

交積層[0/90]s である．ここでは１層の厚さを 0.5mm にしている．梁型試験片の片

側表面には 7個の電極を取り付けてある． 
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直交積層[0/90]sでは，電流を試験片両端部表面から負荷すると，試験片全体で厚

さ方向電流が生じる（図 2-2 参照）．層間はく離発生によって CFRP 積層板内で電

気的ネットワークが局所的に分断されるため，積層板内で電位変化が生じることか

ら，はく離発生前後での電極間電位差変化を測定することではく離の検出が可能と

なる． 

FEM解析では四角形四節点要素を用い，要素分割は x方向を 0.25mm，z方向を

0.0625mm とした．電極寸法は 5mm であり，電極での節点を結合して電位を等し

くしている．また解析に用いた CFRP の導電率は参考文献(1)で，繊維体積含有率

Vf = 47.2%である CFRPで実測した値である．これを表 2-1に示す．表 2-1におい

て，σ 0は繊維方位導電率，σ90は繊維直交方位（90°方位）導電率，σ tは厚さ方位

導電率であり，厚さ方向導電率は層間樹脂リッチ層の影響も含んだ値である． 
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Fig. 2-1 Analytical model of laminated CFRP  
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Fig. 2-2 Contour plot of electric potential 
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Table 2-1 Conductivity ratio σ 

Vf [vol%] σ0 [S/m] σ90/ σ0 σt/ σ0 

47.2 4.6×103 1.05×10-3 2.24×10-4 

 

Vf : Fiber volume fraction 

σ0 : Conductivity of longitudinal direction 

σ90: Conductivity of transverse direction 

σt  : Conductivity of thickness direction 

 

 

2.2.2. はく離同定手法 

梁型試験片の端部電極から他端部電極まで電流を負荷するため，電極 A に電流

を負荷し，電極 Gの電位を 0Vとした．はく離のない状態で電極 AD，BD，CD，

DE，DF，DG間の電位差 Pi0 (i=1～6)を算出する． 

次に，はく離を作成した状態で電流を負荷し，これらの電極間での電位差 Pi (i=1

～6)を同様に求める．設定したはく離寸法は 5，7，10，15，20，25，30，35，40mm

の 9通りであり，はく離の位置は-90mmから 90mmまでの区間において 5mm間隔

の位置で作成し，合計 315通りの FEM解析を実施する．ただし，はく離寸法が 20mm

以上の場合については，端部に貫通したはく離が生じないように 5mmづつ内側に

はく離を設定した． 

以上で得られたはく離発生に起因する電極間電位差からその変化率ΔPi/Pi0 を算

出し，規格化する．ここで，規格化とは 6個の電極間電位差変化ベクトルを，その

大きさで除して単位ベクトル化することである．はく離の位置及び寸法は規格化電

極間電位差変化より応答曲面法を用いて推定される．応答曲面法については

Appendix A及び参考文献(2)を参照されたい．応答曲面の被説明変数がはく離位置の

場合には，説明変数は規格化電極間電位差変化ベクトルΔpi/pi0 の 6 個であり，は

く離寸法の場合にはノルム Lも加えた計 7個とした． 
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応答曲面作成の際には，有意水準を 5%とした t 検定により回帰寄与の低い項は

削除し，自由度調整済み決定係数が最大になるようにした(Appendix A参照)． 

 

2.2.3. はく離形状 

FEM解析で模擬するはく離形状は図 2-3(a)に示す直線状の層間はく離である．梁

型試験片は左右対称であるため，梁中央を原点とする．はく離位置は原点から層間

はく離中央までの距離とし，はく離寸法は積層板表面への投影全長と定義する．こ

こで，直線状の層間はく離は電極側の層間に生じさせた．これは一般的に，衝撃を

受けた反対側の層間に大きなはく離が発生するためである．FEM 解析において，

はく離作成の際は，節点を二重に定義して要素分割を行い，はく離時に節点を分離

して完全に電流が流れない状態を模擬している． 

 

Electrode 

Impact 

0°-ply 90°-ply 

Delamination 

 

(a) Straight type        (b) Z type     (c) Inverse Z type 

 

Fig. 2-3 Shapes of delamination crack 
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2.2.4. 同定結果 

梁型試験片の端部電極から他端部電極まで電流 50mA を負荷し、FEM 解析によ

り得られた直線状の層間はく離発生に起因した電極間電位差変化からはく離の位

置と寸法を推定する 2つの応答曲面を作成した．作成した応答曲面を用い，学習デ

ータである直線状の層間はく離の位置および寸法を同定した結果を図 2-4に示す．  
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Fig. 2-4 Estimation results of straight delaminations using the response surfaces 

obtained from the analyses of straight delaminations 
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図の横軸は実際のはく離位置および寸法であり，縦軸は応答曲面で推定したはく

離の位置と寸法である．従って，対角線上に位置する結果は正確な推定を意味する．

はく離位置及び寸法同定用応答曲面の自由度調整済み決定係数 Radj
2 はそれぞれ

0.9988 および 0.9251 であり，学習データとして用いた直線状の層間はく離のみで

あれば，電位差法の同定精度は十分に高い． 

 

2.3.    はく離形状が同定精度に与える影響はく離形状が同定精度に与える影響はく離形状が同定精度に与える影響はく離形状が同定精度に与える影響 

2.3.1.  マトリックス割れを有するはく離 

実機において積層板に生じるはく離の形状は様々である．前節で仮定した直線状

の層間はく離だけではなく，実際のはく離形状はマトリックス割れを伴い，ジグザ

グ状の複雑な形をしている．しかしながら，はく離形状に依存して電極間電位差変

化が大きく異なる場合には，それらを全て考慮して応答曲面を作成することは非常

に困難であり，また，精度良く同定することも難しくなる．ここでは，直線状の層

間はく離から作成した応答曲面を用いてマトリックス割れを伴うジグザグ形状の

はく離の同定可能性を検討し，はく離形状の差異による同定精度への影響について

検討する． 

はく離の形状については直線状の層間はく離と，マトリックス割れを伴うジグザ

グ型はく離の例として Z型及び逆 Z型のはく離の 3種類を想定した（図 2-3参照）．

Z型のはく離とは，マトリックス割れを挟んで左上と右下に等長の層間はく離を持

つはく離であり，逆 Z 型はその対称形である．上部と下部のはく離長さの比率は

それぞれ等しい場合が最も直線状の層間はく離との差異が大きいため，ここでは等

長の Z型および逆 Z型のはく離の影響だけを考えた(3)．  

Z型及び逆Z型のはく離の位置についてはマトリックス割れの位置（はく離中央）

までの距離をその位置と定義する．また，はく離寸法は積層板表面への投影全長で

ある． 
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2.3.2. 同定結果 

直線状の層間はく離発生に起因する電極間電位差変化から作成した応答曲面を

用いて Z型及び逆 Z型のはく離位置及び寸法を同定した結果を図 2-5に示す．縦軸

及び横軸は図 2-4と同様である．図中実線で示した対角線は厳密な同定を表し，は

く離寸法同定結果（図 2-5b）での破線は± 5mmの誤差範囲を示している． 

この結果から，梁中央付近において同定精度の低下が認められるが，直線状の層間

はく離から求めた応答曲面にもかかわらず，はく離位置については非常に精度良く

同定している．はく離寸法の同定では，非常に大きく誤同定しているものが存在し

ている．大きく誤同定しているはく離は，位置同定で若干の誤差が生じた場合と同

様に，はく離が電流電極間中央付近に存在する場合であった． 

はく離が電流電極間中央付近に存在するときの規格化した電極間電位差変化を

図 2-6に示す．横軸は電圧測定位置の電極であり，縦軸は規格化した電極間電位差

変化である．これより，電流電極間中央から離れた場所にはく離が存在する場合に

は，規格化電極間電位差変化ははく離の形状によらずほぼ同一になっているが，電

流電極間中央付近に存在する場合には，はく離の形状に影響を受けて大きな差異を

生じている．はく離形状に起因した規格化電極間電位差変化の違いが，大きな誤同

定を生じた原因となっている． 

電気抵抗変化法でははく離形状の差異が同定精度に影響を与えなかった(3)．しか

しながら，電流を梁試験片の端から端に負荷した電位差法では，はく離が電流電極

間中央付近に存在する場合にのみはく離形状の差異による影響を受け，大きく誤同

定することが明らかとなった．電位差法の実用化のためには，はく離形状の差異に

よる誤同定を改善する必要があることが明らかとなった． 
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  (a) Estimated location 
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   (b) Estimated length 

Fig. 2-5 Estimation results of Z-type and inverse Z-type delamination crack using the 

response surfaces obtained from the analyses of straight delaminations 
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(a) Delaminations exist at x=-20mm 
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(b) Delaminations exist at x=-10mm 
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(c) Delaminations exist at x=0mm 
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(d) Delaminations exist at x=10mm 
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(e) Delaminations exist at x=20mm 

Fig. 2-6 Normalized electric potential changes between electrodes 

 (Delamination length is 5mm) 
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2.4.    はく離形状に起因した同定誤差原因はく離形状に起因した同定誤差原因はく離形状に起因した同定誤差原因はく離形状に起因した同定誤差原因 

電位差法を CFRP積層板に適用する場合，電流電極間中央付近にはく離が存在す

るときには，はく離形状に依存して大きく誤同定することが明らかとなった．これ

は，はく離が電流電極間中央に存在する場合には，応答曲面の説明変数である規格

化電極間電位差変化がはく離形状に依存して大きく異なるためであった．次に，は

く離が電流電極間中央に存在する場合に，はく離形状に依存した電極間電位差変化

が生じる原因について検討する． 

図 2-7に，はく離形状によって規格化電極間電位差変化が大きく異なった，はく

離が電流電極間中央に存在する場合の，CFRP積層板内部での電位分布を示す．図

の横軸は試験片長手方位位置，縦軸は厚さ方位位置であり，試験片内に示している

数字は等電位線を意味している．ここで，FEM では 2 次元解析を行っているため

に紙面奥行方向は単位長さとして計算しており，また，用いた導電率も比率である

ため，電位の絶対値は実際の積層板によるものとは異なることに注意されたい．ま

た，図 2-8は，図 2-7のはく離周辺部のみを拡大したものである．これらの図から，

CFRP積層板内部の電位分布は，はく離形状によって大きくは変化していないこと

がわかる．  

 電極Aに電流を負荷し，電極Gを 0Vに設定した際の，はく離がない場合の CFRP

積層板内部での電位分布を図 2-9に示す．図中矢印は電流の流れを示す．この図か

ら明らかなように，電流電極 Aおよび Gの近傍では厚さ方位に電位分布があり，

電流が厚さ方位に流れていることを示している．これは電極設置側の 0°層だけで

なく，反対側の 0°層にも電流が流れていることを意味している．しかしながら，

電流電極間中央付近では等電位線が試験片表面に垂直になり，電流は完全に試験片

表面に水平に流れている．図 2-10 には電極側表面 0°層と中央部 90°層の層間を

流れる厚さ方位の電流密度を示す．横軸が長手方位位置であり，縦軸が電流密度で

ある．この図から試験片の中央（x=0mm）では厚さ方向に流れる電流密度が 0 に

なっていることがわかる．このため，はく離が電流電極間中央付近に存在する場合

には，厚さ方向電流の消滅により電流を妨げる効果がほとんどなくなる．図 2-11

には，厚さ方向電流が存在しない梁中央（x=0mm）における長手方位の電流密度

分布を示す．横軸は電流密度であり，縦軸は厚さ方位位置である．この図から，  
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(b) Z-type delamination 
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Fig. 2-7 Contour plot of electric potential when delaminations exist at x=0mm  

and delamination length is 5mm 
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Fig.2-8 Contour plot of electric potential around the delaminations when delaminations 

exist at x=0mm and delamination length is 5mm 
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Fig.2-9 Contour plot of electric potential in CFRP beam 
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Fig. 2-10 Electric current density to the thickness direction at z=-0.25mm 
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Fig. 2-11 Electric current density to the longitudinal direction at x=0 
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梁中央ではほぼ半分の電流が下表面 0°層を流れていることがわかる．また，微小

ではあるが，90º層を長手方向に流れる電流も存在する． 

 寸法が 5mm のはく離が，試験片中央(x=0mm)に存在するときの，規格化してい

ない電極間電位差変化を図 2-12に示す．はく離位置が，電流電極 Aに近い図 2-12(a)

の場合，はく離のジグザグ形状に無関係に電極間電位差変化はほぼ同じ分布になっ

ている．これは 90°層内を流れる電流がマトリックス割れによって妨げられる影

響と比較して，層間での直線状のはく離が厚さ方位に流れる電流を妨げる影響が大

きいため，はく離形状による影響が無視できるほど小さいためである．これに対し

て同じ 5mmのはく離が電流電極間中央に存在する図 2-12(b)の場合，厚さ方位電流

の消滅のために，電極間電位差変化の大きさも小さい．このために，マトリックス

割れによる 90º層を流れる微量な電流の阻害の影響など，はく離形状に起因する微

小な差異が大きく表れている．次に，図 2-12 に示した電極間電位差変化を規格化

したものを図 2-13 に示す．この図から，はく離形状に起因した電極間電位差変化

のごくわずかな差異が規格化によって大きく拡大されていることがわかる． 

電気抵抗変化法では隣接電極間に電流を通電するために電流電極間距離が狭く，

板厚方位の電流が極端に低下する領域がほとんどない．従って，はく離形状に依存

して電極間電気抵抗変化が大きく異なることはなかった．一方，電位差法では電流

電極間距離が広いために，図 2-10 に示したように電流電極間中央付近においては

厚さ方位の電流の流れが極端に少なくなる領域が生じる．このため，はく離が電流

電極間中央付近に存在する場合には，はく離形状に依存したごくわずかな差異が規

格化作業によって拡大されてしまうことが誤同定の原因となった．  
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(a) Delaminations exist at x=-50mm  
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(b) Delaminations exist at x=0mm 

 

Fig. 2-12 Electric potential changes without normalization  

     (Delamination length is 5 mm) 
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(a) Delaminations exist at x=-70mm 
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(b) Delaminations exist at x=0mm 

 

Fig. 2-13 Normalized electric potential changes between electrodes 

     (Delamination length is 5mm) 
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2.5.    結結結結    言言言言 

 直交積層 CFRP 積層板の端部から他端部まで電流を負荷して表面に複数設置し

た電極間の電位差を測定する電位差法を採用し，FEM 解析を用いてはく離同定を

行なった．実構造にて生じるはく離の形状は様々であるが，それらを全て考慮して

応答曲面を作成するのは困難である．従って，はく離形状に依存せずに同定が可能

である必要がある．マトリックス割れを伴う Z 型および逆 Z 型のはく離を，直線

状の層間はく離の FEM解析結果から得られた応答曲面を用いて同定し，同定精度

におよぼすはく離形状の影響を評価した．得られた結果を要約すると以下の通りで

ある． 

 

(1) 電極間電位差変化を規格化することで，電位差法においても高い精度で直線状

の層間はく離の位置及び寸法が同定可能であることを示した． 

 

(2) 直線状の層間はく離の FEM 解析結果から作成した応答曲面を用いてマトリッ

クス割れを伴う Z 型および逆 Z 型はく離の同定を実施すると，電流電極間中

央付近以外では精度良く同定が可能であることが明らかになった． 

 

(3) 電流電極間中央付近においては，はく離形状に依存して規格化電極間電位差変

化が大幅に異なり，マトリックス割れを伴う Z 型及び逆 Z 型のはく離の同定

には大きな誤差が生じた． 

 

(4) 電位差法では電流電極間隔が広いために，その中央部において厚さ方向電流密

度が大きく低下する部分が生じる．この部分にはく離が発生した場合，はく離

は厚さ方向電流を妨げることができず，90º層を x 方向に流れる微量な電流を

妨げることなどによる，はく離形状に依存した差異を有する電極間電位差変化

が生じる．その差異は非常に小さいが，規格化によって誤差が拡大されること

が誤同定の原因となった． 
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3.1.    緒緒緒緒    言言言言    

第 2 章にて，電流を端部から他端部に通電する電位差法でははく離が電流電極間

中央付近に存在する場合，はく離形状に依存して大きく誤同定してしまう問題点を

示し，その原因を明らかにした．本章では，その結果より電位差法の問題点を改善

する方法として 2 段階同定方法を提案する．まず，FEM 解析を用いて数値解析的

にはく離同定の可能性について検討し，その後，多数回のはく離実験を行い，提案

手法の有効性を検討した． 

 

3.2.    はく離同定の原理はく離同定の原理はく離同定の原理はく離同定の原理 

 電位差法では，はく離が電流電極間中央付近に存在する場合，厚さ方向電流の不

足のために電極間電位差変化が小さく，規格化によってはく離形状に起因した微小

な差異が拡大された．その結果，はく離が電流電極間中央付近に存在する場合のみ，

同定精度が著しく低下した．しかしながら，電極 CE 間の外側にはく離が発生する

場合には十分な精度で同定が可能であり，また，電極 CE 間にはく離がある場合で

も，はく離が電極 CE 間にあることは推定可能であった（図 2-5a の破線で囲まれた

内側領域）．そこで，はく離が電極 CE 間（-30mm≤ x≤ 30mm）にあると判定された

場合のみ，別の方法で精度の良い同定を実施する．具体的には，電流電極間中央付

近での板厚方位に流れる電流を増加させるため，電極 CE 間にはく離が存在すると

判定された場合には，電流の通電の仕方を変えた 2 段階の同定を行う．すなわち，

中央電極 D を電流電極とし，端部電極 A 及び G を電位 0V に設定した状態で，各

電極間での電位差変化を再度測定する．図 3-1 は，中央電極 D に電流を負荷し，電

極 A 及び G を電位 0V としたときの積層板内部での電位分布を FEM により算出し

た結果である．電流を中央電極 D から負荷することで，電極 CE 間では厚さ方向に

流れる電流が生じている．これより，試験片中央付近に存在しているはく離は，厚

さ方向電流を大きく妨げるために同定が可能となる．端部から他端部に電流負荷す

ることによって得られた電極間電位差変化での同定を 1
st
 stage と呼び，この 1

st
 stage

にてはく離が電極 CE 間に存在すると判定された場合にのみ，電流を中央電極から

端部電極に通電することによって得られる電極間電位差変化を用いた 2
nd

 stage で
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の同定を実施する．この 2 段階同定電位差法のはく離同定の流れを図 3-2 に示す． 
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Fig. 3-1 Contour plot of electric potential in CFRP beam when electric current is charged 

at center electrode D and electrodes A and B are set to be 0V 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3-2 Flow chart of estimation procedure of two-stage electric potential change method 
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3.3.    有限要素法解析による検討有限要素法解析による検討有限要素法解析による検討有限要素法解析による検討 

 FEM 解析に用いたモデルは，第 2 章と同様に 7 個の電極を 30mm の間隔で設置

した，図 2-1 に示した積層板である．1
st
 stage として電極 A に電流 50mA を負荷し，

電極 G の電位を 0V とする．はく離寸法は 5，7，10，15，20，25，30，35，40mm

の 9 通り，はく離の位置は-90mm から 90mm までの区間において 5mm 間隔の位置

で作成し，合計 315 通りの FEM 解析を実施した．直線状の層間はく離に起因した

応答曲面より直線状の層間はく離を同定した結果を図 3-3 に，Z 型及び逆 Z 型のは

く離を同定した結果を図 3-4 に示す．なお，はく離位置の同定結果において，

-30mm≤ x≤ 30mm の範囲内に存在すると推定されたはく離については，寸法の同定

結果を図 3-3b 及び図 3-4b には示していない．これは，はく離が-30mm≤ x≤ 30mm

に存在すると同定された場合には，その寸法は電流を中央から通電する 2
nd

 stage

にて同定するためである． 

次に，2
nd

 stage として中央電極 D に 50mA の電流を負荷し，試験片両端の電位 A

と G を 0V とした．はく離発生前後にて，電極 AB，AC，AD，EG，FG 間の電位

差を求め，規格化電位差変化を算出した．計算に使用したはく離寸法は，先と同様

に 5，7，10，15，20，25，30，35，40mm の 9 通り，はく離の位置は試験片中央付

近の-30mm（電極 C）から 30mm（電極 E）の区間に 5mm の間隔で作成し，合計

117 通りの FEM 解析を実施した．直線状の層間はく離に起因した FEM 解析結果よ

り，位置と寸法を同定する応答曲面を作成し，学習データである直線状の層間はく

離を同定した結果を図 3-5 に示す．なお，応答曲面には 1 次式を用いた．その理由

は，区間が狭いために 1 次式でも同定が高い精度で可能であること，また，次数が

低いほど変動に対するロバスト性が高いためである．応答曲面作成の際には，有意

水準を 5%とした t 検定により回帰寄与の低い項は削除し，自由度調整済み決定係

数が最大になるようにした（Appendix A 参照）．位置同定用の応答曲面の自由度調

整済み決定係数 Radj
2は 0.9996，寸法同定用については 0.9472 であり，同定精度は

非常に高い． 

 次に，この直線状の層間はく離から求めた応答曲面を用いて，Z 型および逆 Z 型

のはく離位置と寸法を同定した．結果を図 3-6 に示す．図から，はく離が試験片中

央にあるにもかかわらず，Z 型，逆 Z 型のはく離同定結果が図中の対角線付近にあ 
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      (a) Estimated location (Radj
2
=0.9988) 
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        (b) Estimated length (Radj
2
=0.9251) 

 

Fig. 3-3 1
st
 stage estimation results of straight delamination using the response surfaces 

obtained from the analyses of straight delamination 
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(a) Estimated location 
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       (b) Estimated length 

 

Fig. 3-4 1
st
 stage estimation results of Z-type and inverse Z-type delamination crack using  

the response surfaces obtained from the analyses of straight delamination 
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      (a) Estimated location (Radj
2
=0.9996) 
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       (b) Estimated length (Radj
2
=0.9472) 

 

Fig. 3-5 2
nd

 stage estimation results of straight delamination using the response surfaces 

obtained from the analyses of straight delamination  
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   (a) Estimated location 
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    (b) Estimated length 

 

Fig. 3-6 2
nd

 stage estimation results of Z-type and inverse Z-type delamination crack using 

the response surfaces obtained from the analyses of straight delamination 
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り，直線状の層間はく離から作成した応答曲面で精度良く同定できていることがわ

かる．また，直線状の層間はく離とほぼ同じ同定の傾向を示していることから，は

く離形状の差異による影響をほとんど受けていない． 

寸法が 5mm のはく離が試験片中央に存在する場合に，中央電極 D から端部電極

A，G に電流を負荷したときの規格化後の電極間電位差変化を図 3-7 に示す．図中

横軸は電圧測定位置の電極であり，縦軸は規格化した電極間電位差変化である．長

さ 5mm のはく離が試験片中央に発生した場合でも，直線状の層間はく離と，Z 型

及び逆 Z 型のはく離による電極間電位差変化との差異は非常に小さくなっている．

これは，中央電極から電流を負荷することで，試験片中央付近での厚さ方位電流密

度が高くなり，層間部でのはく離に起因する電位差変化が大きくなったためである．

さらに，狭い範囲のはく離を同定するために拡大応答曲面となっており，同定精度

は一層向上している． 
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(a) Delaminations exist at x=-30mm  

 

        

        

  

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

AB AC AD EG FG

Segment 

N
o
rm

a
li
ze

d
 e

le
ct

ri
c 

p
o
te

n
ti
al

 c
h
an

g
e 

Segment 

 
 (b) Delaminations exist x=-15mm  

 

 

 

  

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

AB AC AD EG FG

Segment 

N
o
rm

al
iz

ed
 e

le
ct

ri
c 

p
o
te

n
ti
al

 c
h
an

g
e 

Segment 
 

(c) Delaminations exist x=0mm  
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(d) Delaminations exist x=15mm  
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(e) Delaminations exist x=30mm 

 

Fig. 3-7 Normalized electric potential changes when electric current is applied at the 

electrode D (delamination length is 5 mm) 
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3.4. 繊維体積含有率による影響繊維体積含有率による影響繊維体積含有率による影響繊維体積含有率による影響 

 電位差法では CFRP 自身の導電性を利用するため，同定精度は積層板の導電率に

強く影響を受ける．航空機構造部材として使用される CFRP 積層板の繊維体積含有

率 Vfは一般的に 60～65%程度であるため，繊維体積含有率が異なる積層板への有

効性について検討する必要がある．ここでは，繊維体積含有率が異なる積層板に 2

段階同定電位差法を適用し，繊維体積含有率が同定精度に及ぼす影響について検討

した． 

繊維体積含有率が異なる場合の，CFRP 積層板の導電率は参考文献(1)にて測定さ

れている．これを表 3-1 に示す．前節にて用いた繊維体積含有率が 47.2%の積層板

よりも低い繊維体積含有率 39.8%の積層板と，高い 62.1%の積層板を用いて測定さ

れた導電率を使用して，2 段階同定電位差法によりはく離同定を解析的に行った．

解析モデルは前章と同様である（図 2-1）．直線状の層間はく離に起因した応答曲面

を作成し，直線状の層間はく離，Z 型及び逆 Z 型のはく離を同定した． 

作成した応答曲面の回帰精度を表す自由度調整済み決定係数 Radj
2 は繊維体積含

有率が 39.8%，62.1%のとき，それぞれはく離位置同定用応答曲面で Radj
2
=0.9993，

0.9925，また，寸法同定用応答曲面で Radj
2
=0.9710, 0.5397 であった（図 3-8）．繊維

体積含有率が低い場合には回帰精度は高いが，繊維体積含有率の増加につれて回帰

精度は低下している． 

図 3-9 に繊維体積含有率が 39.5％の積層板での 1
st
 stage 及び 2

nd
 stage 同定結果を

示す．繊維体積含有率が 47.2%のときと同様に，ステージ切り替えのはく離位置を

-30§x§30mm としてあり，1
st
 stage のはく離寸法同定結果には 2

nd
 stage にて同定さ

れる-30§x§30mm に存在するはく離は示していない．繊維体積含有率が低いときに

は，はく離位置及び寸法ともに精度良く同定されている． 

図 3-10 は繊維体積含有率が 62.1%の積層板での 1
st
 stage はく離同定結果である．

位置の同定結果では，繊維体積含有率 Vf=39.8, 42.1%での結果と比較して誤差が大

きくなっている．また，寸法同定結果にはすべてのはく離についての同定結果を示

してあるが，非常に大きく誤同定しているはく離が多数ある．この場合にも 2 段階

同定によりはく離を精度良く同定できるかを検討するため，図 3-11 に寸法同定結

果の誤差分布を示す．図 3-11a, b, c はそれぞれ繊維体積含有率が 39.5，47.2，62.1%



 

 

第 3 章 2 段階同定電位差法による改善 

  - 48 - 

の場合のはく離寸法同定における誤差である．横軸がはく離位置であり，縦軸が寸

法の同定誤差である．図 3-11a, b より，Vf＝39.5 及び 47.2%の場合には，はく離が

-30§x§30mm に存在するときのみ寸法の誤差が大きく，それ以外の部分にはく離が

生じる場合には誤差はほぼ 5mm 以下であり，このことから 2 段階同定が可能であ

った．しかしながら，Vf＝62.1%の場合には，はく離位置によらずはく離寸法を大

きく誤同定している．従って，2 段階目領域を設定することができないことから，

繊維体積含有率が 62.1%の積層板には 2段階同定電位差法を適用することができな

い． 

一般的には CFRP 積層板は高強度，高剛性の要求される構造部位に用いられるた

め，繊維体積含有率は 50%以上である．また，本研究にて目標としている航空機用

構造部材に使用される CFRP 積層板の繊維体積含有率は一般に 60%以上であるた

め，繊維体積含有率が 60%以上の積層板に対しても適用できなければならない．こ

の問題点については，第 5 章にて再度検討を行う． 
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Table 3-1 Measured electric conductivities of CFRP laminates 

Vf [vol%] σ0 [S/m] σ90/ σ0 σt/ σ0

39.8 3700 1.77×10
-4

1.58×10
-5

47.2 4600 1.05×10
-3

2.24×10
-4

62.1 5500 3.71×10
-2

3.77×10
-3
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    Fig. 3-8 Comparison of adjusted coefficient of multiple determination Radj
2
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Fig. 3-9 Estimation results of delaminations in the laminate of Vf=39.5% 
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    (b) Estimated length in the 1
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 stage 

Fig. 3-10 Estimation results of delaminations in the laminate of Vf=62.1% 
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(a) Vf = 39.8% 
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(b) Vf = 47.2% 
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(c) Vf = 62.1% 

 

Fig. 3-11 Error distribution of estimated length 
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3.5.    はく離実験による検討はく離実験による検討はく離実験による検討はく離実験による検討 

次に，多数の梁型試験片を作成してはく離実験を実施した．2 段階同定電位差法

を用いて実験により得られた電位差変化からはく離を同定し，その有効性を検討し

た． 

 

3.5.1. 試験片形状 

用いた材料は三菱レイヨン製一方向プリプレグシート PYLOFIL#380 であり，オ

ートクレーブ成形により，製造元が提供する硬化スケジュール 130Cº×0.7MPa×

90min にて硬化させた．その後，長さ 180mm，幅 10mm にダイヤモンドカッター

を用いて切断した（図 3-12 参照）．厚さは約 1mm である．作成した試験片の繊維

体積含有率を JIS K 7075 燃焼法で測定した結果は 65.5%であった．試験片片側表面

には長さ 4mm，厚さ 0.02mm の銅箔を一体成形することにより，9 個の電極を 20mm  
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(a) Configuration of specimen 

     

(b) Cross-ply laminate with nine electrodes 

Fig. 3-12 Specimen used for delamination test 
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の間隔で設置している．電極数が前節より 2 個増えているが，これは実験で 4 電極

法を採用するためである．すなわち，電極 A，E，I が電流負荷電極，電極 B，C，

D，F，G，H が電圧測定電極となり，電位差は 4 電極法での測定となる． 

 

3.5.2. はく離作成方法 

積層板へのはく離の挿入には，島津製オートグラフを用いた 3 点曲げ治具による

層間せん断試験を行った（図 3-13）．はく離の位置及び寸法は光学顕微鏡を用いて 
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Electrode 

0º - ply 
Delamination 

crack 
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(a) Illustration of inter-laminar shear test 

  

(b) Set up of specimen for inter-laminar test 

 

Fig. 3-13 Inter-laminar shear test 
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Fig. 3-14 Ultrasonic C-scan image of a delamination in the cross-ply CFRP laminate 

 

 

測定した．生じたはく離のほとんどはマトリックス割れを有する層間はく離である．

また，超音波探傷装置（日立建機製 AT5000）を用いた C スキャン影像による観察

の結果，はく離寸法は幅方向（y 方向）にほぼ一定であることを確認した（図 3-14）． 

 

 

 

3.5.3. 電極間電位差変化測定回路 

 はく離発生に伴う電極間電位差変化は微小であるため，図 3-15 に示す差動増幅

回路を作成した．電圧電極 B，C，D，F，G，H の電位変化を 1000 倍に増幅し，共

和製データロガーPCD-320A にて測定した．  
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(a) Schema of electric potential difference measurement 
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(b-1) Differential amplifier 

 

 

(b-2) Outward appearance of the differential amplifier 

Fig. 3-15 Electric circuit for measurement of electric potential changes 
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3.5.4. 電位差変化の測定及び同定手順 

まず，150mA の電流を端部電極 A に負荷し，他端部電極 I の電位をゼロにする．

この状態で電極 BC，CD，DF，FG，GH 間の電位差を測定した．次に，150mA の

電流を中央電極 E に負荷し，端部電極 A 及び I の電位をゼロにし，電極 CD，DF，

FG 間の電位差を測定した．はく離発生後に再度電流を A から I に負荷し，各電極

間電位差を測定し，はく離を同定した．この 1
st
 stage での同定にてはく離が試験片

中央付近，すなわち電極 DF 間に存在すると同定された場合のみ，再度電流を中央

電極から負荷して得られる規格化電極間電位差変化を用いて 2
nd

 stage でのはく離

同定を行った．2
nd

 stage にて電極 BC，GH 間の電位差変化を測定しないのは，電

極 CD，DF，FG 間の電位差変化のみの説明変数で十分同定可能であったためであ

る． 

測定した電極間電位差変化（Pi －Pi 0） は，その大きさ L を用いて規格化した． 

( )∑
=

−=

=
−

=∆

n

1i
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i
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)n1i(
L
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                     (3-1) 

電位差変化測定回路（図 3-15）による出力値から，上式の電極間電位差変化を算

出する手順は Appendix B を参照されたい． 

第 3.3.節では電極間電位差変化を初期の電極間電位差変化で除したものを応答

曲面の説明変数として用いた．ここでは，測定装置の都合上及び簡便のためにはく

離に起因した電極間電位差変化を直接規格化し，応答曲面の説明変数とした．はく

離位置を被説明変数，規格化した電極間電位差変化Δpi を説明変数とし，応答曲面

を作成した．また，はく離寸法に対しては，規格化電極間電位差変化に加えて大き

さ L も説明変数とした．1 段階同定では 2 次多項式を，2 段階同定では 1 次多項式

をそれぞれ用いた． 
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応答曲面作成の際には，有意水準を 5%とした t 検定により回帰寄与の低い項は

削除し，自由度調整済み決定係数が最大になるようにした(Appendix A 参照)．はく

離位置及び寸法はそれぞれに作成した応答曲面式(3-2)及び(3-3)を用いて同定した． 

 

3.5.5. 多数回のはく離実験による応答曲面作成 

はく離実験は計 54 回行い，はく離に起因した 54 組の電極間電位差変化を測定し

た．1
st
 stage でのはく離同定用応答曲面作成のために，この中から均等に 27 組の

データを選んだ．本問題ではその対称性から，理論的にははく離位置が x=0mm を

対称として電極間電位差変化も対称となる．従って，上記 27 組のデータを対称に

したものも応答曲面作成用データとして用いた．また，実験データには誤差が含ま

れるため，それを許容するために規格化電位差変化Δpi に対しては最大値 1 の 10%

の誤差を，大きさ L には自身の 10%の誤差を乱数により作成し，上記データに足

し合わせることによって得られる擬似的に誤差を含めたデータ 54 組も加えて応答

曲面を作成した．従って，応答曲面作成に用いた全学習データは 108 組である．1
st
 

stage では 2 次式の応答曲面を作成するため，説明変数は最大で 27 個である．応答

曲面作成のためのデータ数としては十分である． 

2
nd

 stage でのはく離同定用応答曲面作成には，1
st
 stage での応答曲面作成に使用

したデータの中から，はく離位置が x=-20～20mm（電極 DF 間）に存在する 7 組の

データを用い，上記と同様の手順にて合計 28 組を使用した．2
nd

 stage では応答曲

面は 1 次式であり，説明変数は最大で 4 個であるため，応答曲面作成のデータ数と

しては十分である． 

 

3.5.6. 同定結果 

作成した応答曲面の自由度調整済み決定係数Radj
2は 1

st
 stageの位置同定用応答曲

面で 0.977，寸法同定用で 0.748 であり 2
nd

 stage の位置同定用で 0.860，寸法同定用

で 0.756 であった．作成した応答曲面を用いて，応答曲面作成に使用していない残

りの実験データ 27 個のはく離同定を行い，検証した．1
st
 stage での同定結果を図

3-16 に示す．横軸は実際のはく離位置または寸法，縦軸は同定したはく離位置また

は寸法であり，図中に実線で示す対角線が正確な同定を示す．また，はく離位置同
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定での破線は ± 10mm，はく離寸法同定での破線は ± 5mm の誤差範囲を示す．位置

の同定ではほぼ ± 10mm の誤差範囲であり，非常に精度良く同定されている．寸法

の同定では，白抜きのプロットははく離が電流電極間中央付近以外すなわち電極

DF 間より外側に存在する場合の同定結果を示し，黒塗りのプロットは電極 DF 間

（試験片中央付近）に存在する場合の同定結果である．はく離が電流電極間中央付

近に存在する場合には同定精度が低下しているものがあり，解析結果と一致してい

る（図 2-5 参照）．これは電流電極間中央付近では厚さ方向電流密度が低下するこ

とが原因であったが，はく離寸法が小さいほど厚さ方向電流を妨げる影響が少なく

なるために顕著となっている．  

電流電極間中央付近での寸法同定精度を高めるために，はく離が電極 DF 間に存

在すると同定されたはく離についてのみ 2
nd

 stage での同定を行った．  

図 3-16(a)の 1
st
 stage でのはく離位置同定において電極DF間に存在すると同定さ

れたはく離，すなわち図中の実線で囲まれた範囲に存在する 8 個のはく離に対して，

再度 2
nd

 stage での同定を行った．図 3-17 に同定結果を示す．電流をはく離に近い

中央電極 E から負荷することにより得られる電極間電位差変化を用いることで，

1
st
 stage では誤差の大きかった寸法の同定精度が大幅に向上している．また，はく

離位置の同定精度にも向上が見られる．実際のはく離形状は様々であるが，すべて

のはく離を精度良く同定しており，2 段階同定電位差法の有効性が実証された． 

前節の解析結果より，繊維体積含有率が 62.1%と高い積層板に対しては 2 段階同

定電位差法が適用できないという結果を得たが，繊維体積含有率が 65.5％の積層板

では任意の位置に生じたはく離を全て精度良く同定することができ，実験的には 2

段階同定電位差法は非常に有効であることが示された．このように繊維体積含有率

が高い積層板でも高精度なはく離同定が可能である理由については第 5 章にて述

べる． 
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(b) Estimated length 

 

Fig. 3-16 1
st
 stage estimation results using the response surfaces  

                           obtained from the experimental data 

 

Delaminations exist outside electrode D and F. 

Delaminations exist inside electrodes D and F. 
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Fig. 3-17 2
nd

 stage estimation results using the response surfaces  

                            obtained from the experimental data 
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3.6.    結結結結    言言言言 

 CFRP 直交積層板の端部から他端部電極に電流を負荷する場合，電流電極間中央

付近にてはく離形状に依存して同定精度が著しく低下する問題点を改善する方法

を提案し，その有効性を確認した．得られた結果を要約すると以下の通りである． 

 

(1) はく離形状に依存せずに精度良くはく離を同定するためには，電流電極間中央

部での厚さ方向電流を高める必要がある．はく離が試験片中央区間に存在する

場合に対してのみ，中央電極から試験片端部に電流を負荷して得られる電極間

電位差変化を用いることで，はく離形状に依存せずにはく離の同定を行うこと

が可能である． 

 

(2) 電流を試験片端部から他端部電極まで負荷して得られる電極間電位差変化から

はく離を同定する 1
st
 stage にて，はく離が電流電極間中央付近に存在すると推

定された場合のみ，2
nd

 stage として電流を中央電極から負荷することで得られ

る電極間電位差変化からはく離を同定する 2 段階同定電位差法を提案した． 

 

(3) 提案した 2 段階同定電位差法により，直線状の層間はく離に起因した応答曲面

を用いて，形状の異なる Z 型，逆 Z 型のはく離を精度良く同定可能であること

が明らかになった． 

 

(4) 多数回のはく離実験により学習データを取得して応答曲面を作成することで，2

段階同定電位差法により CFRP 積層板に埋没するはく離の同定が可能であるこ

とを実験的に示した．  

 

(5) 繊維体積含有率が 62.1%の積層板では，はく離同定精度が著しく低下すること

が FEM 解析により示されたが，繊維体積含有率が 65.5%の積層板を用いたはく

離実験では，精度良くはく離同定が可能であった．このように異なる結果とな

った原因については，第 5 章にて述べる． 
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4.1.    緒緒緒緒    言言言言 

第 3 章では，電位差法の問題点を解決する方法として 2 段階同定電位差法を提案

し，その有効性を示した．本章では，問題点を解決するもう一つの方法として，非

対称電流負荷電位差法を提案する．まず，非対称電流負荷電位差法の原理を述べ，

その有効性を解析的，実験的に検討した． 

 

4.2.    試験片形状及び解析方法試験片形状及び解析方法試験片形状及び解析方法試験片形状及び解析方法    

試験片形状は，長さ 180mm，幅 10mm，厚さ 1mm の [0/90]s 直交積層板である

（図 4-1）．試験片片側表面には長さ 4mm の電極が 9 個設置してあり，電極 BF 及

び DHが電流負荷電極，電極 A, C, E, G, Iが電圧測定電極であり，電極間電位差は

4 電極法での測定となる．積層板に生じるはく離は，試験片表面（xy面）への投影

全長をはく離寸法，試験片中央からはく離寸法中央までの距離をはく離位置とする．

なお，はく離は y方向に一様とする． 
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Fig. 4-1 Configuration of beam type specimen with nine electrodes 
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FEM 解析は汎用有限要素法ソフト ANSYS を用いて行い，要素分割は x 方向を

0.25mm，z 方向を 0.0625mm とした四角形四節点要素である．y方向には一様なた

め，要素分割は行っていない．電極は節点をカップリングして電位を等しくしてい

る．はく離作成の際は，節点を二重に定義して要素分割を行い，はく離発生時に節

点を分離して完全に電流が流れない状態を模擬している．また，解析に用いるはく

離形状は直線状の層間はく離，マトリックス割れを有する Z 型及び逆 Z 型のはく

離である．  

解析に用いた CFRP の導電率は第 2 章で用いた値と同じ，繊維体積含有率が

47.2%の積層板にて実測したものである．すなわち，繊維方位導電率σ0=4.6×10
3
 

[S/m]，繊維直交方位導電率σ90=4.83 [S/m]，厚さ方位導電率σt=1.03 [S/m]であり，厚

さ方位導電率は層間樹脂リッチ層も含んだ値である． 

4.3.    はく離同定の原理はく離同定の原理はく離同定の原理はく離同定の原理 

電流を電極 B から F に負荷した場合（電流経路①とする．図 4-2 参照），厚さ方

位電流密度は電流電極間中央すなわち x=-20mm にてゼロとなる．従って，この部

分にはく離が存在する場合，マトリックス割れの影響を受けて規格化電極間電位差

変化ははく離形状に依存して大きく異なる．図 4-3 は，寸法 5mm のはく離が x = 

-20mm 付近に存在するときの電極 AC，CE，EG，GI間の規格化電極間電位差変化

を FEM により算出した結果である．横軸は電位差測定電極間であり，縦軸は規格 
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Fig.4-2 Asymmetrical electric path 
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(a) Delaminations exist at x= -25mm 
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(b) Delaminations exist at x= -20mm 
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(c) Delaminations exist at x= -15mm 

Fig. 4-3 Normalized electric potential changes 
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化電極間電位差変化を示す．はく離が電流電極間中央 x = -20mmに存在するときのみ，

規格化電極間電位差変化ははく離形状に依存して大きく異なっている．従って，は

く離が電流電極間中央付近に存在する場合のみ，はく離形状に依存した大きな誤同

定を導く原因となる． 

一方，図 4-4 ははく離が電流電極間中央 x= -20mm 及び電流電極部 x= -60mm に

存在する場合の規格化前の電極間電位差変化を FEM により算出した結果である．

はく離が電流電極間中央に存在する場合(図 4-4a)，電極間電位差変化ははく離形状

に依存して大きく異なるが，厚さ方位電流の消滅のために電流阻害の影響が小さく，

その絶対値ははく離が電流電極部に存在する場合(図 4-4b)と比較して非常に小さ

い． 

次に，電流を電極 Dから H（電流経路②とする．図 4-2 参照）に負荷することを

考える．x=-20mm 付近に存在していたはく離は，この電流負荷経路では電流電極

に近いため，厚さ方位電流密度を阻害する影響が大きく，マトリックス割れなどの

はく離形状の影響をほとんど受けない大きな電極間電位差変化を得ることができ

る．はく離が x=-20mmに存在する場合の，電流経路①と②により得られる電極 AC，

CE，EG，GI 間の電位差変化を FEM により算出し，得られた計 8 個の電極間電位

差変化を１組として規格化したものを図 4-5 に示す．図中横軸表記の添え字は電流

経路を表す．電流経路①では厚さ方位電流密度の低下のためにはく離形状に依存し

て電極間電位差変化は大きく異なるが，電流経路②により得られる電極間電位差変

化と比較するとその大きさは非常に小さく，差異はごく僅かである．また，電流経

路②でははく離は電流電極付近に存在するため，電極間電位差変化ははく離形状に

ほとんど影響を受けない．従って，このように非対称に作成した電流電極を用いて

電流を負荷することによりそれぞれ得られる電極間電位差変化を用いることで，は

く離形状に依存しない規格化電極間電位差変化を得ることができる．つまり，はく

離形状に依存せずにすべてのはく離の位置及び寸法が同定可能となる． 

このように，1 回の電流電極対の選択が試験片中央（z 軸）に対して非対称であ

ることから，非対称電流負荷電位差法と呼ぶことにする．この方法では，各電流負

荷経路において電流電極に隣接する電圧電極位置までの範囲に生じる厚さ方向電

流を利用し，その範囲に生じたはく離が厚さ方向電流を阻害することによる電位差

変化をそれぞれ測定していることになる．図 4-6 には電流経路①及び②によって生 
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(a) Delaminations exist at x=-20mm 
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(b) Delaminations exist at x=-60mm 

Fig. 4-4 Electric potential changes before normalization 
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   Fig. 4-5 Normalized electric potential changes obtained from 

    asymmetrical electric charges 
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(a) Electric current density by current path 1 
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(b) Electric current density by current path 2 
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   (c) Effective electric current density by current path 1 and 2 

   Fig. 4-6 Electric current density to the thickness direction  
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じる電極側層間（z=0.25mm）での厚さ方向電流密度を示す．非対称電流負荷電位

差法では，図 4-6a 及び b の陰影されていない厚さ方向電流の高い部分のみを利用

してはく離検知を実施していると考えることができ，実質的には図 4-6c に示す厚

さ方向電流を有している． 

ここで，上述のように非対称にそれぞれ作成した電極から電流負荷を行なう場合

には，はく離が電流電極の外側に生じる場合もある．図 4-7 は，電流経路①におけ

る積層板内部の電位分布を FEM により算出したものである．CFRP 積層板の強い

電気的異方性のために，電流電極の外側にも迂回電流が生じている．従って，電流

電極 BF間よりも外側にはく離が生じる場合にも，はく離に起因して電位差変化は

生じるため，はく離の検出が可能である． 
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Fig. 4-7 Contour plot of electric potential in the CFRP laminates by current path 1 

 

 

4.4.    はく離同定方法はく離同定方法はく離同定方法はく離同定方法 

はく離発生前に，電極 BF間（電流経路①）及び電極 DH間（電流経路②）に電

流をそれぞれ負荷し，電極 AC，CE， EG， GI間の電位差 P①i0及び P②i0をそれぞ

れ測定する．はく離発生後にも再び電流を負荷し，各電極間電位差 P①i及び P②iを

測定し，電極間電位差変化を得る．  







−=∆

−=∆

0iii

0iii

PPP

PPP

②②②

①①①
              (i =1～4)   (4-1) 

この 2 種類のデータをすべて用い，規格化したものを応答曲面の説明変数とする． 
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従って，はく離位置の同定では説明変数は規格化電極間電位差変化Δp①i，Δp②i

の 8 個，はく離寸法ではこれに規格化に用いたノルム L を加えた 9 個となる．応

答曲面には 2 次多項式を採用する． 

∑∑∑∑
−

= +===

β+β+β=
1n
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n

1ij

ijji
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2

iii

n
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ii xxxxy      (4-3) 

はく離位置及び寸法はそれぞれに作成した応答曲面式(4-3)を用いて同定される．

応答曲面作成の際には，有意水準を 5%とした t 検定により回帰寄与の低い項は削

除し，自由度調整済み決定係数が最大になるようにした（Appendix A参照）． 

 

4.5.    有限要素法有限要素法有限要素法有限要素法解析による検討解析による検討解析による検討解析による検討 

4.5.1. 応答曲面作成 

応答曲面作成のために FEM 解析で模擬するはく離形状はマトリックス割れのな

い直線状の層間はく離である．解析に用いた CFRP の導電率は表 2-1 に示す．はく

離寸法は 5, 10, 20, 30, 40mm の 5 通り，はく離位置は x= -80mm から 80mm までの

区間において 5mm 間隔の位置で作成し，合計 306 回の FEM 解析を実施した．た

だし，はく離寸法によっては端部に貫通したはく離が生じないように 5mm づつ内

側に移動している．本手法のはく離形状に対するロバスト性を評価するため，作成

した応答曲面を用いて Z 型及び逆 Z 型のはく離同定を行なう．また，応答曲面作

成に使用していない 7, 15, 25, 35mm の層間はく離，Z 型及び逆 Z型のはく離につ

いても同様に電極間電位差変化を算出し，同定することで本手法の内挿の同定精度

評価も行った．応答曲面作成の際には，規格化電極間電位差変化Δpiに対しては最

大値 1 の 10%の誤差を，ノルム L には自身の 10%の誤差を乱数により作成し，足

し合わせることによって得られる擬似的に誤差を含めたデータも加えて応答曲面
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を作成した．これは，実際に実験結果よりはく離同定を行なう場合に，実験誤差を

許容する応答曲面を作成することを想定している． 

 

4.5.2. 同定結果 

マトリックス割れのない直線状の層間はく離に起因した FEM 解析より作成した

応答曲面を用いて直線状の層間はく離，Z型及び逆 Z型の全てのはく離位置及び寸

法を同定した結果を図 4-8 に示す．ここで，作成した応答曲面の自由度調整済み決

定係数 Radj
2は位置同定用応答曲面で Radj

2
=0.9909，寸法同定用で Radj

2
=0.9955 であ

った． 

横軸は実際のはく離位置または寸法，縦軸は同定したはく離位置または寸法であ

り，図中に実線で表す対角線が正確な同定を示す．また，はく離位置同定結果での

破線は ± 10mm，はく離寸法同定結果での破線は ± 5mm の誤差範囲を示す． 

それぞれの電流負荷経路の中央付近にはく離が存在する場合にも同定精度の低

下は生じず，また，はく離形状にも依存せずに非常に精度よく同定されている．更

に，学習に用いていないはく離についても学習データと同様に高精度に同定されて

いる．非対称電流負荷による電位差法の有効性が FEM 解析により明らかとなった． 
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       (a) Estimated location 
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       (b) Estimated length 

 

Fig. 4-8 Estimation results of straight, Z-type, and inverse Z-type delamination cracks 

using the response surfaces obtained from the analyses of straight delamination 
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4.6.    はく離実験による検討はく離実験による検討はく離実験による検討はく離実験による検討 

4.6.1. 試験片形状 

用いた材料は三菱レイヨン製一方向プリプレグシート PYLOFIL#380 であり，オ

ートクレーブ製法により，製造元が提供する効果スケジュール 130Cº×0.7MPa×

90min にて硬化させた．その後，図 4-1 のように長さ 180mm，幅 10mm にダイヤモ

ンドカッターを用いて切断した．厚さは約 1mm である．作成した試験片の繊維体

積含有率を JIS K 7075 燃焼法で測定した結果は 65.5%であった．試験片片側表面に

は長さ 4mm，厚さ 0.02mm の銅箔を一体成形することにより，9 個の電極を設置し

た． 

積層板へのはく離の挿入は島津製オートグラフを用い，3 点曲げ治具を用いた層

間せん断試験により行なった．はく離の位置及び寸法は光学顕微鏡を用いて測定し

た．生じたはく離のほとんどはマトリックス割れを有する層間はく離であり，y方

向には一定の形状である．  

 

4.6.2. 電極間電位差変化測定回路 

はく離発生に伴う電極間電位差変化は微小であるため，第 3.5.節と同様に差動増

幅回路を用いて電圧電極 A，C，E，G，Iの電位変化を 1000 倍に増幅し，共和製デ

ータロガーPCD-320Aにて測定した． 

 

4.6.3. 電位差変化の測定及び同定手順 

まず，はく離発生前に電極 BF間（電流経路①）及び電極 DH間（電流経路②）

に電流をそれぞれ負荷し，電圧電極 A，C，E，G，Iの電位 P①i0及び P②i0をそれぞ

れ測定した．はく離を作成した後にも同様に電圧電極の電位P①i及びP②iを測定し，

はく離発生による，電極 AC，CE， EG， GI間の電位差変化を算出した． 
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電位差変化測定回路（図 3-15）による測定値から，上式の電極間電位差変化を算
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出する手順は Appendix Bを参照されたい． 

この 2 種類のデータをすべて用い，規格化したものを応答曲面の説明変数とする．

はく離位置の同定では説明変数は規格化電極間電位差変化Δp①i，Δp②iの 8 個，は

く離寸法ではこれに規格化に用いたノルム Lを加えた 9 個として，2 次多項式によ

る応答曲面を作成した．応答曲面作成の際には，有意水準を 5%とした t 検定によ

り回帰寄与の低い項は削除し，自由度調整済み決定係数が最大になるようにした

（Appendix A参照）． 

 

4.6.4. 多数回のはく離実験による応答曲面作成 

はく離実験は計 74 回行い，はく離に起因した 74 組の電極間電位差変化を測定し

た．はく離同定用応答曲面作成のために，この中から均等に 54 組のデータを選ん

だ．第 3.5 節と同様に，上記 54 組のデータを対称にしたものも応答曲面作成用デ

ータとして用いた．また，実験データに含まれる誤差を許容するために，規格化電

極間電位差変化Δpiに対しては最大値１の 10%の誤差を，ノルム Lには自身の 10%

の誤差を乱数により作成し，上記データに足し合わせることによって得られる擬似

的に誤差を含めたデータ 108 組も加えて応答曲面を作成した．従って，応答曲面作

成に用いた全データは 216 組である．応答曲面には 2 次多項式を採用したため，説

明変数は最大で 54 個であり，学習データ数としては十分である． 

 

4.6.5. 同定結果 

作成した応答曲面の回帰精度を表す自由度調整済み決定係数 Radj
2 は位置同定用

応答曲面で Radj
2
=0.980，寸法同定用で Radj

2
=0.763 であった． 

作成した応答曲面を用いて，応答曲面作成に使用していない残りの実験データ

20 個のはく離同定を行なった結果を図 4-9 に示す．縦軸，横軸及び図中破線は図

4-8 と同様である． 

実際のはく離形状は様々であるが，位置及び寸法ともに全てのはく離が非常に精

度良く同定されている．また，電流電極間中央付近にて同定精度の低下は生じてい

ない．これより，本手法が実験的にも有効であることが示された． 
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(a) Estimated location 
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  (b) Estimated length 

Fig. 4-9 Estimation results using the response surfaces obtained from the experimental data 
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4.7.    結結結結    言言言言 

電位差法の問題点を解決するもう一つの方法として非対称電流負荷電位差法を

提案した．非対称電流負荷電位差法の同定精度がはく離形状にほとんど影響を受け

ないメカニズムを示し，解析的及び実験的に有効性を検討した．得られた結果を要

約すると以下の通りである． 

 

(1) 非対称に作成した電流電極より電流を負荷して得られる電極間電位差変化を合

わせて用いて規格化することで，電流電極間中央付近にはく離が生じた場合に

もはく離形状に依存しない規格化電極間電位差変化を得ることができる． 

 

(2) 非対称電流負荷電位差法では，2 回の電流負荷により生じる厚さ方向電流の高

い領域にてはく離を検知する．はく離検知のために有効な厚さ方向電流密度を

積層板全体で常に高く保つことができる． 

 

(3) FEM 解析により，提案手法がマトリックス割れなどはく離形状の影響を受けず

に，精度良くはく離位置及び寸法の同定が可能であることが明らかとなった．

また，学習に用いていないはく離についても学習データと同様に同定可能であ

ることが示された． 

 

(4) 多数回のはく離実験により取得した学習データを用いて応答曲面を作成するこ

とで，非対称電流負荷電位差法により CFRP 積層板に埋没するはく離の同定が

可能であることを実験的に示した． 

 



 

 

 

 

第 5章 

 

等価導電率による 

実験回数削減法 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第 5 章 等価導電率による実験回数削減法 

- 79 - 

5.1.    緒緒緒緒    言言言言 

電位差法でははく離発生に起因する電極間電位差変化からはく離の位置及び寸

法を同定する逆問題解析手法として応答曲面法を用いた．応答曲面作成のための学

習データは，多数回のはく離実験を実施することにより取得した．その結果，CFRP

積層板に埋没した層間はく離が精度良く同定可能であることが示された．しかしな

がら，本手法の実機適用を考慮した場合には，実構造物を多数作成し，はく離実験

を実施する必要が生じるため，学習データの取得のために多数回のはく離実験を行

うことは高コストとなる．そこで，本章では応答曲面作成に必要な学習データ取得

のためのはく離実験数を削減し，少ない実験回数のみで高精度なはく離同定が可能

となる実験回数削減法を提案する． 

 

5.2.    等価導電率について等価導電率について等価導電率について等価導電率について 

前章では，多数回のはく離実験により得られた学習データを用いて応答曲面を作

成することにより，精度良くはく離の同定が可能であることが示された．しかしな

がら，この多数回の実験を FEM 解析結果に置き換えて学習データを取得し，応答

曲面を作成することができれば実験コストを大幅に削減することができる． 

 FEM 解析では CFRP の導電率が必要となるため，実験的に測定した導電率(1)を用

いて前章までの解析を行ってきた．しかしながら，測定対象である CFRP 積層板の

一部を切り出して実験的に導電率を測定した値を用いて FEM 解析を行っても，は

く離に起因した電位差変化の実験結果と正しく一致させることは難しい(2,3)．この

原因は，CFRP が導電体の炭素繊維に絶縁体の樹脂が含浸した状態であり，異方性

が強いために精密な電極の作成が難しいためである．電極作成のための表面樹脂層

の除去具合や，電極作成方法（例えば，銅箔による一体成形，銀ペースト，メッキ，

スパッタなど）によっても接触抵抗は変化して測定値は大きく影響を受ける(4,5)．

また，厚さ方位導電率は積層板の厚さ寸法が小さいために測定が難しく，試験片の

大きさによって測定値も大きく異なることが報告されている(5)．更に，炭素繊維の

導電率は成形後の残留応力によって変化するため(6,7)，0º方位及び 90º方位導電率測

定のために一方向積層板を用いて測定しても，積層構成が異なるはく離同定対象の
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積層板の導電率とは異なる可能性があり，隣接する層の繊維配向角の違いによって

も層間での電気的影響が異なるという報告もある(2,8)．従って，導電率を直接的に

測定した値を用いて FEM 解析によりはく離同定用応答曲面を作成しても，実際の

はく離を精度良く同定することは難しい． 

 本章では FEM 解析結果が実験結果と良い一致を示すような導電率を数回のはく

離実験結果を元に探索を行う方法を提案する．ここでは，この探索した導電率を等

価導電率と呼ぶことにする．これは，微視的には不均質な CFRP を均質導電体とみ

なしたときの導電率であること，また，はく離に起因した電極間電位差変化を等し

くするように FEM 解析結果を実験結果に合わせるため，実験結果がはく離面での

局部接触による導通や，はく離による残留応力解放の影響を含むからである． 

この探索した等価導電率を用いて，多数回の FEM 解析結果より得られた学習デ

ータより応答曲面を作成し，実はく離の同定を行う．この方法により，CFRP 積層

板の導電率を直接測定する必要が無くなる．また，実験により得られるはく離に起

因した電極間電位差変化，すなわち，応答曲面の説明変数と FEM 解析結果を直接

比較して一致するように導電率を決定するため，学習データの信頼性が高くなる利

点も有する．誤差を含む実験結果を学習データとするよりも応答曲面の信頼性が向

上し，より精度の高い同定が可能となる． 

導電率を直接的に測定する場合には，実機構造の一部を取り出し，厚さ方位導電

率を測定しなければならない．また，0º方位及び 90º方位導電率測定のために新た

に試験片を製作する必要が伴う．実構造への適用の際にはシステムの有効性を検討

するために実機を用いた数回の破壊試験を行う必要があるが，この数回の実験によ

る結果を用いて等価導電率は探索することができる利点も有する． 

 

5.3.    CFRP積層板の導電率の範囲積層板の導電率の範囲積層板の導電率の範囲積層板の導電率の範囲 

CFRP 積層板の導電率は用いる炭素繊維，表面処理方法，繊維体積含有率などに

よって大きく異なる．ここでは様々な研究と製造元のデータを参考にし(1-16)，CFRP

積層板が有する導電率を網羅するように次の範囲を仮定した． 
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σ0=1000～100000 [S/m] 

σ90=0.01～100000 [S/m]      (5-1) 

σt =0.01～100000 [S/m] 

ここで，σ0：繊維方位導電率，σ90：繊維直交方位（90º方位）導電率，σt：厚さ方

位導電率である． 

またσ0の値はσ90，σtより大きく，σtの値は樹脂リッチ層のためにσ90以下であり，

且つ 100 分の 1 以下ではないと仮定する． 

σ0> σ90≧σt and   100×σt≧σ90≧σt    (5-2) 

式(5-1)及び(5-2)より，導電率比σ90/σ0，σt/σ0の存在範囲を図 5-1 に示す．ここで，

図中のプロットは参考文献(1)により 3 種類の繊維体積含有率 Vf＝39.8, 47.2, 62.1%

の積層板にて測定された値である． 
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Fig. 5-1 Extent of electric conductivity ratio 
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5.4.    等価導電率の探索方法等価導電率の探索方法等価導電率の探索方法等価導電率の探索方法 

CFRP 積層板に電流を通電する電場問題では，積層板内部で電位 Pは以下のラプ

ラス方程式を満たす． 
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    (5-3) 

上式及び境界条件を満足する調和関数 P が試験片内部での電位分布を表す．ここで，

上式をσ0で除すと 
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    (5-4) 

ここに 

0

t
t

0

90
900 ,,1

σ

σ
=σ

σ

σ
=σ=σ       (5-5) 

従って，導電率成分をσ0で割った値を用いても，支配方程式及び境界条件に変化は

なく，電位の等高線形状は相似となるため，導電率成分の比率が等しければ規格化

した電極間電位差変化は導電率の絶対値に関係せずに一意に決定される．これを利

用し，まず，等価導電率比σ90/ σ0，σt/ σ0を探索し，その後，σ0の探索を行う． 

探索方法は以下のようである．まず，試験片を幾つか用意し，それぞれにはく離

を生じさせて電極間電位差変化を測定し，規格化電極間電位差変化 (Δpi)exを算出

する．次に，FEM 解析により，同様のはく離位置及び寸法を用いて規格化電極間

電位差変化(Δpi)fem を算出する．その後，この二つの各規格化電極間電位差変化の

誤差平方和を求める． 

 ( )∑ ∆−∆=
15

i

2

femiexi ppErr       (5-6) 

上式の誤差を最小にする導電率比が，等価導電率比となる．ここで，90°層を x

方向に流れる電流はごく微小なため，はく離が電流電極に近い場合には繊維直交方
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位導電率は電位差変化にはほとんど影響を与えない．従って，まずσ90/σ0= σt/σ0 （図

5-1 の対角線上）を探索し，その後，得られた最小値付近において詳細な探索を行

うことで，計算時間の短縮が可能である．なお，繊維体積含有率が高い積層板の場

合には，樹脂リッチ層はほとんど存在しないために導電率比はほぼσ90/σ0ºσt/σ0 と

なるため，探索は容易である． 

次に，式(5-6)の誤差を最小化することで得られた等価導電率比の条件を満たし，

次式を最小化するσ0を求める． 

( )∑ −=
3

i

2

femiexi LLErr       (5-7) 

上式を最小化する導電率が，求めるべき等価導電率となる． 

 

5.5.    2段階同定電位差法への適用段階同定電位差法への適用段階同定電位差法への適用段階同定電位差法への適用 

5.5.1. 等価導電率の探索 

まず，第 3.5.節のはく離実験に用いた試験片と同形状の試験片（図 3-12）を 3 個

用意し，電極 FG 間(x=31mm)，GH 間(x=53mm)，HI 間(x=69.5mm)にそれぞれはく

離を生じさせた．そのときの電極間電位差変化を測定し，規格化電極間電位差変化

(Δpi)exを算出した．次に，図 5-1 の対角線から 64 点を取り，FEM 解析により，実

験と同様のはく離位置及び寸法を用いて規格化電極間電位差変化(Δpi)fem を算出し

た．この二つの各規格化電極間電位差変化より，式(5-6)を最小化する誤差平方和を

求めた．誤差を算出した結果を図 5-2 に示す．これより誤差の最小値はσt/σ0=0.0002

～0.0004 の範囲に存在する． 

その後，σt/σ0=0.0002～0.0004，σ90/σ0=0.0002～0.04 までの範囲でσt/σ0は有効数字

2 桁まで，σ90/σ0は 1 桁まで計 408 回の探索の結果，以下の等価導電率比を得た． 

00028.0,0003.0
0

t

0

90 =
σ

σ
=

σ

σ
      (5-8) 

得られた等価導電率比を用いて，FEM 解析により算出した規格化電極間電位差

変化と実験値とを比較したものを図 5-3 に示す．横軸は電位差変化測定電極間，縦
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軸は規格化電極間電位差変化である．実験結果と FEM 解析結果は良い一致を示し

ている． 

次に，σ0 の探索を行った．式(5-8)の条件を満たし，式(5-7)を最小化するσ0 を探

索することで，等価導電率を得ることができる．σ0 の探索は有効数字 2 桁まで計

100 回の探索を行った．結果の一部を図 5-4 に示す．これより等価導電率は以下の

ように求められた． 

σ0=41000 [S/m] 

σ90=12.3 [S/m]       (5-9) 

σt =11.48 [S/m] 
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Fig. 5-2 Total sum of squared error at σ90/σ0=σ t /σ0 
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(a) Delamination exists at x=31mm 

(Delamination length is 11.6mm) 
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(b) Delamination exists at x=53mm 

(Delamination length is 8mm) 
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(c) Delamination exists at x=69.5mm 

(Delamination length is 10.6mm) 

 

Fig. 5-3 Normalized electric potential changes obtained from  

experiments and FEM analyses 
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Fig. 5-4 Total sum of squared error at σ90 / σ0=0.0003 and σt / σ0=0.00028 

 

 

5.5.2. 等価導電率を用いた FEM 解析結果より作成した応答曲面でのはく離同定 

前節で求めた等価導電率を用い，FEM 解析結果を学習データとしてはく離同定

用応答曲面を作成した．FEM 解析で模擬したはく離形状はマトリックス割れのな

い直線状の層間はく離である．はく離寸法は 5，7，10，15，20，25，30，35，40mm

の 9 通り，はく離位置は x=-90mm から 90mm までの区間において 5mm 間隔の位置

で作成し，1
st
 stage用に合計 283 回の FEM 解析を実施して電極 BC，CD，DF，FG，

GH間電位差変化を算出した．ただし，はく離寸法によっては端部に貫通したはく

離が生じないように 5mm ずつ内側にはく離を設定している．また，2
nd
 stage 用に

は同様に 9 通りのはく離寸法，はく離位置は-20mm から 20mm までの合計 81 回の

FEM 解析を行い，電極 CD，DF，FG間電位差変化を算出した．応答曲面作成の際

には実験誤差を許容するように，第 3.5.5.節と同様の方法で規格化電位差変化Δpi

については最大値 1 に対して 10%の誤差を，ノルム L については自身の 10%の誤

差を乱数により作成したものを加えたデータも合わせて用いた． 

作成した応答曲面の自由度調整済み決定係数Radj
2は 1

st
 stageの位置同定用応答曲

面で Radj
2
=0.986，寸法同定用で Radj

2
=0.804 であり，2

nd
 stage の位置同定用で

Radj
2
=0.966，寸法同定用で Radj

2
=0.959 である．回帰精度は実験データから作成した
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ものよりも高くなっている（第 3.5.6.節参照）． 

図 5-5 は，第 3.5.節にて応答曲面作成及び同定に用いた合計 54 組の実験データを

1
st
 stage にて同定した結果を示す．図中横軸は実際のはく離位置または寸法であり

縦軸は推定したはく離寸法または位置である．位置同定結果での図中破線は

≤10mm の誤差範囲を示し，寸法同定結果での破線は≤5mm の誤差範囲を示す．は

く離位置同定では，すべてのはく離が非常に精度良く同定されている．はく離寸法

同定では，電極 DF間以外に存在するものについてはほぼ≤5mm の誤差範囲に収ま

っているが，はく離が電極 DF間に存在する場合には同定誤差が大きい．また，図

中には表示できないほど大きく誤同定しているものもあった．このように試験片中

央付近で誤同定する傾向は FEM 解析結果と良く一致している． 

はく離が電極 DF間に存在する場合にも精度良く同定するために，はく離位置同

定にて電極 DF間に存在すると推定されたはく離計 15 個については 2
nd
 stage での

同定を行った．2
nd
 stageでの同定結果を図 5-6 に示す．1

st
 stageでは大きく誤同定し

ていたもの全てが非常に精度良く同定されている． 

 等価導電率を用いた FEM 解析により，多数回の実験を必要とせずにはく離位置

及び寸法を精度良く同定する応答曲面の作成が可能であることが示された．1
st
 

stage 及び 2
nd
 stage の同定精度は共に，多数回の実験により得られたデータから作

成した応答曲面と同等以上の高い精度を有しており，応答曲面作成に必要であった

多数回の実験の大幅な削減が可能となった． 
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(a) Estimated location 
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Fig. 5-5 1
st
 stage estimation results of experimental data using the response surfaces 

obtained from the results of FEM analyses 

Delaminations exist outside electrode D and F. 

Delaminations exist inside electrodes D and F. 
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Fig. 5-6 2
nd
 stage estimation results of experimental data using the response surfaces 

obtained from the results of FEM analyses 
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5.5.3. 繊維体積含有率による影響 

今回使用した積層板の繊維体積含有率は 65.5％であり，第 3 章にて引用した文献

(1)に用いられた積層板(Vf=62.1%)よりも高い．第 3.4.節では，引用文献にて測定さ

れた導電率を用いて解析を行った結果，繊維体積含有率が 62.1%と高い場合には 2

段階同定電位差法を適用することができないことが明らかとなったが，第 3.5.節で

は三菱レイヨン製一方向プリプレグシート PYLOFIL#380 で作成した繊維体積含有

率が 65.5%の積層板では，はく離が精度良く同定可能であることを実証した．文献

(1)にて導電率測定に用いた積層板は東邦レーヨン製一方向プリプレグシート Q-111

であるため，本研究で用いた材料とは異なるが，両者の間には導電率に大きな差が

ある． 

表 5-1 には，文献(1)にて実測された CFRP 積層板の導電率と，前節で算出した等

価導電率を示した．また，図 5-7 は，これらの値を表にプロットしたものである．

算出した等価導電率の比率は，文献(1)での繊維体積含有率が 47.2%の積層板の値と

近く，このために実験にて精度良くはく離の同定が可能であったと考えられる．ま

た，算出した等価導電率は繊維直交方位と厚さ方位導電率の値が近いために図 6-7

の対角線近傍に存在しており，樹脂リッチ層による影響が少ない．繊維方位導電率

については算出した等価導電率が文献(1)と比較して非常に大きな値を取っている．

本研究に用いた材料の導電率は測定されていないため，表 5-2 に，航空機構造によ

く用いられる東レ製炭素繊維の長手方向導電率(17-19)及び，繊維体積含有率を 60%

とした場合の一方向積層板の繊維方位導電率を複合則から算出した値を示す．なお，

表中の体積抵抗率が製造元データであり，他の炭素繊維の体積抵抗率もほぼ近い値

をとっている．算出した等価導電率の繊維方位導電率は，炭素繊維の導電率から複

合則により算出したものと近い値を示している． 

文献(1)では銀ペーストにより電極を作成し，2 電極法にて測定していることから，

測定結果は接触抵抗の影響を大きく受けているのではないかと考えられる．繊維方

位は最も電流が流れやすいため，測定される電気抵抗値が非常に小さくなる．この

ために，実験誤差が最も大きく現れた可能性がある．このように，CFRP 積層板の

導電率を測定することは非常に難しく，本章で提案した等価導電率を用いる方法は

この点からも非常に有効である． 
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このように，CFRP 積層板では，繊維方位導電率が繊維直交方位及び厚さ方位導

電率と比較して実際には非常に高いため，繊維体積含有率が 65%程度の積層板でも

高精度なはく離同定が可能である．  

 

 

Table 5-1 Comparison of electric conductivities  

Vf [vol%] σ0[S/m] σ90/ σ0 σt/ σ0

47.2 4600 4.83 1.03

62.1 5500 204 20.7

Equivalent electric conductivity 65.5 41000 12.3 11.48

From reference
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Fig. 5-7 Equivalent electric conductivity ratios 
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Table 5-2 Electric conductivities of carbon fiber 

T300 T400H T800H

Electric resistivity [Ωm] 1.7×10
-5

1.6×10
-5

1.4×10
-5

Electric conductivity [S/m] 58824 62500 71429

Laminate (Vf=60%) Electric conductivity [S/m] 35294 37500 42857

Fiber

 

 

 

5.6.    非対称電流負荷電位差法への適用非対称電流負荷電位差法への適用非対称電流負荷電位差法への適用非対称電流負荷電位差法への適用 

5.6.1. 等価導電率の探索 

非対称電流負荷電位差法に関しても等価導電率を探索し，FEM 解析結果より応

答曲面を作成してはく離同定を行った．等価導電率探索のために計 4 回のはく離実

験を行った．試験片形状は第 4 章で用いた試験片と同形状（図 4-1）である．はく

離はそれぞれ電極 AB 間(x=-64.9mm)，BC 間(x=-52.65mm)，EF 間(x=8.35mm)，FG

間(x=29.9mm)に挿入し，電流経路①による電極間電位差変化を測定した．これら 4

組の実験結果を用いて，実験結果と整合性を有する解析結果が得られる等価導電率

を探索した．ここで，この 4 箇所にはく離を作成したのは，電流経路①では上記 4

区間（電流電極隣接電極間）に発生したはく離に対してのみ大きな電極間電位差変

化を得られればはく離同定が可能となるからである．他の電極間にはく離を作成し

た場合，電流経路②によって同様の対称な電極間電位差変化を得ることができる． 

第 5.5.節と同様に図 5-1 の対角線から 64 点を取り，FEM 解析により実験と同様

のはく離位置及び寸法を用いて規格化電極間電位差変化を算出し，実験結果との誤

差平方和を求めた．誤差を算出した結果を図 5-8 に示す．これより誤差の最小値は

σt/σ0=0.0002～0.0004 の範囲に存在する． 

その後，σt/σ0=0.0002～0.0004，σ90/σ0=0.0002～0.04 までの範囲でσt/σ0は有効数字

2 桁まで，σ90/σ0は 1 桁まで計 408 回の探索の結果，以下の等価導電率比を得た． 

00027.0,0003.0
0

t

0

90 =
σ

σ
=

σ

σ
      (5-10) 
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次に，式(5-10)の条件を満たし，式(5-7)を最小化するσ0を探索した．σ0の探索も

同様に有効数字 2 桁まで計 100 回の探索を行った．結果の一部を図 5-9 に示す．等

価導電率の探索結果は以下のようになった． 

σ0=32000 [S/m] 

σ90=9.60 [S/m]       (5-11) 

σt =8.32 [S/m] 

図 5-10 は，等価導電率を用いた FEM 解析により得られた規格化前の電極間電位

差変化と実験値との比較である．実験結果と解析結果は良く一致している． 
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Fig. 5-8 Total sum of squared error at σ90 /σ0=σ t /σ0 
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Fig. 5-9 Total sum of squared error at σ90 / σ0=0.0003 and σt / σ0=0.00027 
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〇 : Experiment   △ : FEM 
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(a) Delamination exists at x=-64.9mm 

(Delamination length is 17.8mm) 
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(b) Delamination exist at x=-52.65mm 

(Delamination length is 20.7mm) 
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(c) Delamination exist at x=8.35mm 

(Delamination length is 22.7mm) 
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(d) Delamination exists at x=29.9mm 

(Delamination length is 10.2mm) 

 

Fig.5-10 Comparison of the electric potential changes between experimental results and 

FEM analyses 

 

 

5.6.2. 等価導電率を用いた FEM 解析結果より作成した応答曲面でのはく離同定 

 算出した等価導電率を用いて FEM 解析を実施し，マトリックス割れのない直線

状の層間はく離に起因した応答曲面を作成した．はく離寸法は 5, 10, 20, 30, 40mm

の 5 通り，はく離位置は x=-80mm から 80mm までの区間において 5mm 間隔の位置

で作成し，合計 306 回の FEM 解析を実施して電極 AC，CE, EG，GI 間電位差変

化を算出した．はく離寸法によっては端部に貫通したはく離が生じないように

5mm ずつ内側に設定している．また，応答曲面作成の際には実験誤差を許容する

ように，第 3.5.節と同様の方法で規格化電極間電位差変化Δpi については最大値 1

に対して 10%の誤差を，ノルム L については自身の 10%の誤差を乱数により作成

したものを加えたデータも合わせて用いた． 

作成した応答曲面の自由度調整済み決定係数 Radj
2 は位置同定用応答曲面で

Radj
2
=0.991，寸法同定用で Radj

2
=0.996 である．作成した応答曲面の回帰精度は実験

データから作成したものよりも高くなっている（第 4.6.5.節参照）． 

第 4.6.節にて応答曲面作成及び同定に用いた合計 74 組（内 4 組は等価導電率の

探索に使用）のはく離実験データを用いてはく離の位置及び寸法を同定した結果を 
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Fig. 5-11 Estimation results of experimental data using the response surfaces obtained from 

the results of FEM analyses 
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図 5-11 に示す．等価導電率探索に用いた実験値についても同定し，合わせて示し

てある． 

図中横軸は実際のはく離位置または寸法，縦軸は推定したはく離位置または寸法

であり，位置同定結果での図中破線は≤10mm の誤差範囲を，寸法同定結果での破

線は≤5mm の誤差範囲を示す．ほとんどのはく離が上記の誤差範囲内であり，精度

良く同定されている．また，実験結果から作成した応答曲面と比較しても，同等以

上の高い精度を有しており，応答曲面作成に必要であった多数回の実験の大幅な削

減が，非対称電流負荷電位差法でも可能となった． 

 

5.7.    結結結結    言言言言 

はく離同定用応答曲面作成のための学習データ取得に必要であった多数回のは

く離実験を削減するために，等価導電率による実験回数削減法を提案した．得られ

た結果を要約すると以下の通りである． 

 

(1) 導電率のばらつきなど実験誤差と FEM 解析の結果とのギャップを埋める方法

として実験値に近い結果を示す等価導電率を導入し，誤差平方和の最小化で求

め，求めた等価導電率から FEM 解析で多数の結果を計算して応答曲面を作成す

る手法を提案した． 

 

(2) CFRP 積層板の有する導電率の範囲を示し，始めに繊維直交方位導電率と厚さ

方位導電率を等しいと仮定して探索し，得られた誤差最小値付近で詳細に探索

することで，容易に等価導電率を算出することができる． 

 

(3) 等価導電率を用いて FEM 解析を実施することで，実験結果と良く一致するはく

離に起因した電極間電位差変化を算出することができる．応答曲面の説明変数

である電極間電位差変化を直接用いて等価導電率を探索するため，信頼性が高

く，また，同定精度も高い応答曲面が作成可能である． 
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(4) 数回のはく離実験により等価導電率を算出し，はく離同定用応答曲面を FEM 解

析結果より作成した．多数回のはく離実験を実施し，作成した応答曲面を用い

てはく離の同定を行った．全てのはく離が非常に精度良く同定され，提案した

手法の有効性が実証された．応答曲面作成用の学習データ取得のために必要な

多数回のはく離実験を大幅に削減することが可能となった． 
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6.1.    緒緒緒緒    言言言言 

前章までに，電気抵抗変化法（Electric Resistance Change Method : ERCM）の問題

点を解決する 2 段階同定電位差法（Two-Stage Electric Potential Change Method : 

TS-EPCM）及び非対称電流負荷電位差法（Asymmetrical Dual Charge Electric Potential 

Change Method : ADC-EPCM）を提案し，その有効性を実証した．電気抵抗変化法

では 2 電極法を用いるために実験的には接触抵抗の影響を受けて同定精度が低下

する可能性があることが問題であるが，ここでは接触抵抗を無視したモデルを用い

た FEM解析により，提案した電位差法と同定精度の比較を行うことで提案手法の

有効性を再検討した．また，本手法では電極間隔が同定精度に強く影響を及ぼすと

考えられる．電極間隔がそれぞれの方法でのはく離同定精度に与える影響について

も検討した．更に，実機適用の際には，電磁波などのノイズや，測定誤差の影響を

受けて測定値が変動することが考えられる．これらノイズに対する許容性について

も検討を行い，それぞれの方法の特徴を明らかにした． 

 

6.2.    試験片形状試験片形状試験片形状試験片形状 

 2段階同定電位差法，非対称電流負荷電位差法及び電気抵抗変化法のそれぞれの

方法による同定精度を直接比較するために，図 6-1に示すような電極間隔を 20mm

とし，試験片片側表面に9個の電極を設置した積層板を用いてFEM解析を行った．

試験片全長は 180mm，厚さは 1mmであり，積層構成は[0/90]sの直交積層板である．

また，電極長さは 4mmである．2段階同定電位差法では電極 A，E，Iが電流電極，

電極 B，C，D，F，G，Hが電圧電極となる．また，非対称電流負荷電位差法では

電極 BF 及び DH が電流電極，電極 A，C，E，G，Iが電圧電極である．電気抵抗

変化法での同定精度は電極数に依存するが，電極数が 7個以上であれば精度良くは

く離同定が可能であることが示されている(1-3)． 

 

6.3. はく離同定方法はく離同定方法はく離同定方法はく離同定方法 

2段階同定電位差法及び非対称電流負荷電位差法については，はく離同定方法は
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それぞれ第 3.5.4節及び第 4.4.節にて述べた方法と同様である．応答曲面には全て 2

次多項式を用いた．電気抵抗変化法では，応答曲面の説明変数として，8個の隣接

電極間電気抵抗変化を初期抵抗で除した値を用いる．これは，電気抵抗変化法では

一般的なひずみゲージと同様なブリッジ回路を用いて電気抵抗変化をひずみとし

て測定するためである(2)．電極間電気抵抗変化率の同時計測は電流干渉のために困

難であるため，端部電極間から順番に通電し，ブリッジ回路を用いて 2電極法にて

電極間電気抵抗変化率を測定する．算出した電極間電気抵抗変化率を規格化したも

のを応答曲面の説明変数とし，はく離の同定を行う．はく離位置の同定では説明変

数は規格化電極間電気抵抗変化率であり，はく離寸法同定ではこれに規格化に用い

たノルムを加えた．応答曲面には電位差法と同様に 2次多項式を採用した． 

 

  

A B C D E F G H I 

20mm 20mm 20mm 20mm 20mm 20mm 20mm 20mm 

180mm 

0
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m
m
 

1
m
m
 

10mm 10mm 

x 

z 

 

Fig.6-1 Configuration of specimen used for comparison of methods 

 

 

6.4. はく離同定はく離同定はく離同定はく離同定 

6.4.1. 解析方法 

汎用有限要素法ソフト ANSYS を用いて FEM 解析を行った．四角形四節点要素

を用い，要素分割は x方向を 0.25mm，z方向を 0.0625mmとした．電極部では節点

を結合して電位を等しくしている．はく離部では節点を二重に定義して要素分割を

行い，はく離時に節点を分離して完全に電流が流れない状態を模擬している．解析

に用いた導電率は第 5.6.節にて算出した等価導電率を用いた（表 6-1）． 
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Table 6-1 Electric conductivity σ 

Vf [vol%] σ0 σ90 σt [m
-1Ω-1] 

65.5 32000 9.60 8.32 

 

σ0 : Electric conductivity of longitudinal direction 

σ90 : Electric conductivity of transverse direction 

σt : Electric conductivity of thickness direction which includes resin rich layer 

 

6.4.2. 応答曲面作成 

応答曲面作成のために FEM解析で模擬するはく離形状はマトリックス割れのな

い直線状の層間はく離である．はく離寸法は 5, 10, 20, 30, 40mmの 5通り，はく離

位置は x=-80～80mm まで区間において 5mm 間隔の位置で作成し，FEM 解析を実

施した．ただし，はく離寸法によっては端部に貫通したはく離が生じないように

5mmずつ内側に設定している．はく離形状に対するロバスト性を評価するために，

作成した応答曲面を用いて Z 型及び逆 Z 型のはく離同定を行った．また，応答曲

面作成に使用していない，寸法が 7, 15, 25, 35mmの層間はく離，Z型及び逆 Z型の

はく離についても同定を行い，内挿の同定精度評価も行った．応答曲面作成の際に

は，t検定により回帰寄与の低い項は削除している（Appendix A参照）． 

 

6.4.3. 同定結果 

2段階同定電位差法，非対称電流負荷電位差法及び電気抵抗変化法の 3種類の方

法を用いて全てのはく離を同定した結果を図 6-2,6-3 及び 6-4 にそれぞれ示す．横

軸がはく離位置または寸法であり，縦軸が推定したはく離位置または寸法である．

対角線上のプロットが正確な同定を示す．はく離位置同定結果での破線は≤10mm

の誤差範囲を，はく離寸法同定結果では≤5mm の誤差範囲を示している．また，2

段階同定電位差法では，1st stageでのはく離同定結果にて，電流電極間中央部にて

最大 24mmの誤差を生じたため，ステージ切り替えのはく離位置を x=≤25mmとし

た．従って，1st stageでのはく離位置同定結果（図 6-2a）にて，図中実線で囲まれ

た中央四角形内部領域 x= -25～25mmに存在するはく離は全て 2
nd
 stageでの同定を

行った（図 6-2c,d）．1st stageでのはく離寸法同定結果(図 6-2b)では，はく離位置が



 

 

第 6章 電位差法及び電気抵抗変化法の同定精度比較 

  - 104 - 

x= -80§x<-25，25<x§80mm に存在すると同定されたはく離のみをプロットしてあ

り，それ以外は表示していない． 

表 7-2には，それぞれの方法について，応答曲面の自由度調整済み決定係数Radj
2，

位置及び寸法同定結果の平均誤差及び最大誤差を示す．なお，電極間隔を変えた場

合についても記載してあるが，電極間隔の影響については次節にて述べる． 
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(a) Estimated location in the 1
st
 stage   (b) Estimated length in the 1st stage 
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(c) Estimated location in the 2
nd
 stage   (d) Estimated length in the 2nd stage 

 

Fig. 6-2 Estimation results of TS-EPCM 
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(a) Estimated location 
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(b) Estimated length 

Fig. 6-3 Estimation results of ADC-EPCM 



 

 

第 6章 電位差法及び電気抵抗変化法の同定精度比較 

  - 106 - 

 

 

 

 

Location [mm] 

-90    -45    0    45    90 

90 

-90 

45 

0 

-45 

E
st
im
at
ed
 l
o
ca
ti
o
n
 [
m
m
] 

 

(a) Estimated location 
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(b) Estimated length 

 

Fig. 6-4 Estimation results of ERCM 



 

 

第 6章 電位差法及び電気抵抗変化法の同定精度比較 

  - 107 - 

2段階同定電位差法の回帰精度，同定精度は他の方法と比較して全体的に若干低

くなっている．非対称電流負荷電位差法と電気抵抗変化法では，位置同定誤差は非

対称電流負荷電位差法が小さく，寸法同定誤差では電気抵抗変化法が小さい．しか

し，その差異は非常に小さい．一般的には，目視不可能なはく離寸法は 5～10mm

程度であり，積層板の強度低下を導くはく離寸法も 5～10mm以上であるため，こ

の 5～10mm程度のはく離を検出する必要があるが，どの方法でも十分に高精度で

ある． 

電極間隔が 20mmの場合には，提案した電位差法の同定精度は電気抵抗変化法と

ほぼ等しい．また，どの方法でも，はく離形状による影響をほとんど受けず，学習

に用いていない寸法のはく離についても同定可能であり，内挿の同定精度も高い． 

 

 

 

 

Table 6-2 Comparison of estimation results 

Number of Spacing between electrodes

electric charge (Length of specimen) Location Length Mean error Max error Mean error Max error

1st stage 1 0.9956 0.9041 1.9 6.6 1.1 5.3

2nd stage 1 0.9995 0.9910 0.2 0.7 0.8 3.1

20mm (180mm) 0.9998 0.9993 0.4 2.3 0.5 4.0

30mm (260mm) 0.9994 0.9961 1.6 11.6 0.6 3.3

40mm (340mm) 0.9989 0.9950 2.8 20.5 0.7 3.4

50mm (420mm) 0.9988 0.9943 3.9 36.3 0.7 3.7

60mm (500mm) 0.9986 0.9942 5.4 56.0 0.8 7.5

20mm (180mm) 0.9988 0.9985 0.9 4.1 0.4 3.0

30mm (260mm) 0.9983 0.9943 1.8 9.7 0.6 2.9

40mm (340mm) 0.9983 0.9746 2.6 11.9 1.4 8.1

50mm (420mm) 0.9977 0.9282 4.0 19.1 2.4 14.3

60mm (500mm) 0.9969 0.8727 6.0 25.0 3.3 19.7

ADC-EPCM 2

ERCM 8

Radj
2

Location [mm] Length [mm]

TS-EPCM 20mm (180mm)

Methods
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6.5.    各手法の特徴及び電極間隔による同定精度の比較各手法の特徴及び電極間隔による同定精度の比較各手法の特徴及び電極間隔による同定精度の比較各手法の特徴及び電極間隔による同定精度の比較    

6.5.1. 2段階同定電位差法 

2 段階同定電位差法では，1st stageでのはく離同定として電流を端部電極から他

端部電極に負荷した状態で電極間電位差変化を同時測定する．はく離が電流電極間

中央付近以外に存在する場合にはこの 1 回の電流負荷ではく離位置及び寸法が同

定可能である．一方，1st stageにてはく離が電流電極間中央付近に存在すると判定

された場合のみ，再度中央電流電極から電流を負荷し，2nd stageでのはく離同定を

行う．このように，はく離位置によって最大で 2回の電流負荷を行うことによって，

全ての位置ではく離形状に依存することなくはく離同定が可能となる．従って，2

段階同定電位差法では，はく離モニターという観点からは 1回の電流負荷のみでは

く離の検出が可能となる方法である． 

しかしながら，電流電極間中央付近では厚さ方向電流が大幅に減少するため，は

く離発生場所がその付近に近づくほど生じる電位差変化は減少することから，高精

度な測定回路が必要となる．このため，はく離が電流電極間中央付近に存在すると

きには測定誤差の影響を受けやすい．図 6-5は電極間隔を 25mmに設定した場合の，

2段階同定電位差法の 1
st
 stageでのはく離位置同定結果を示す．はく離が電流電極

間中央付近に存在する場合，位置同定の誤差が非常に大きくなっており，2段階目

領域の設定は不可能である．図 6-6は電極間隔が 20mm及び 25mmのときの積層板

内部電位分布を FEM によりそれぞれ算出した結果である．2 段階同定電位差法で

は，各隣接電極間隔の拡大は，電流電極間隔の大幅な拡大となる．従って，電流電

極間距離の大幅な拡大により，その中央付近ではほとんどの電流が試験片長手方向

にしか流れないため，はく離が厚さ方向電流を妨げる影響が減少する．これにより

はく離形状に起因した微小な影響が規格化により増大されるために，誤同定を生じ

る．1st stageでのはく離位置同定において大きく誤同定することから 2段階目領域

の推定が困難であるため，2段階同定電位差法ではこれ以上の電極間隔の拡大は困

難である． 
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Fig. 6-5 Estimated location by TS-EPCM with 25mm spacing between electrodes 
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   (a) Spacing between electrodes are 20mm 
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   (b) Spacing between electrodes are 25mm 

     Fig. 6-6 Contour plot of electric potential by TS-EPCM 
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6.5.2. 非対称電流負荷電位差法 

非対称電流負荷電位差法では，電流電極を非対称に作成して電流を互い違いに負

荷することによって，厚さ方位電流密度の低下する部分での情報量低下をそれぞれ

補った．この方法では常に 2回の電流負荷を必要とするが，電流電極間中央付近で

の同定精度低下を導かずに高精度なはく離同定が可能となった． 

 図 6-7及び表 6-2には電極間隔を 30，40，50，60mmとした場合のはく離の同定

結果を示す．電極間隔の拡大に伴い，平均誤差及び最大誤差は増加するが，2段階

同定電位差法のようにはく離形状に起因して，急激に誤同定することはない．従っ

て，検出すべきはく離寸法目標に対して，電極間隔を任意に設定することができる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第 6章 電位差法及び電気抵抗変化法の同定精度比較 

  - 111 - 

 

 

 

 

-130    -65     0      65    130 

Location [mm] 

130 

-130 

65 

0 

-65 

E
st
im
at
ed
 l
o
ca
ti
o
n
 [
m
m
] 

 

 

0   10   20   30   40   50 

40 

0 

30 

20 

10 

E
st
im
at
ed
 l
en
g
th
 [
m
m
] 

Length [mm] 

50 

 

(a) Estimated location           (b) Estimated length  

(Spacing between electrodes is 30mm)    (Spacing between electrodes is 30mm) 
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(c) Estimated location           (d) Estimated length  

(Spacing between electrodes is 40mm)    (Spacing between electrodes is 40mm) 
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(e) Estimated location                     (f) Estimated length  

(Spacing between electrodes is 50mm)     (Spacing between electrodes is 50mm) 
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(g) Estimated location                     (h) Estimated length  

(Spacing between electrodes is 60mm)     (Spacing between electrodes is 60mm) 

 

Fig. 6-7 Estimation results by ADC-EPCM with various spacing between electrodes 
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6.5.3. 電気抵抗変化法 

 電気抵抗変化法では，電流干渉による影響を避けるために順次切り替えて全隣接

電極間通電時の電極間電気抵抗変化率を測定する必要があるためにシステムが複

雑になる．また，電流負荷回数が多いために測定時間も長い．更に，2電極法によ

る接触抵抗の影響を受けて誤同定する可能性も有している．しかしながら，はく離

形状の差異による影響を受けにくく(4)，同定精度も高いことが示されている(3)． 

図 6-8及び表 6-2には電極間隔を 30，40，50，60mmとした場合のはく離の同定

結果を示す．非対称電流負荷電位差法と同様に，電極間隔の拡大に伴って同定精度

は低下しているが，2段階同定電位差法のように急激に誤同定することはない．電

気抵抗変化法も，検出すべきはく離寸法目標に対して電極間隔を任意に設定するこ

とができる．また，Z型及び逆 Z型のはく離の同定誤差は直線状の層間はく離に対

する同定誤差とほぼ同じであり，はく離形状による誤差はほとんど受けていない． 
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(a) Estimated location                    (b) Estimated length 

(Spacing between electrodes is 30mm)     (Spacing between electrodes is 30mm) 
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(c) Estimated location                    (d) Estimated length  

(Spacing between electrodes is 40mm)     (Spacing between electrodes is 40mm) 
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(e) Estimated location                      (f) Estimated length  

(Spacing between electrodes is 50mm)       (Spacing between electrodes is 50mm) 
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(g) Estimated location                     (f) Estimated length 

(Spacing between electrodes is 60mm)     (Spacing between electrodes is 60mm) 

 

    Fig. 6-8 Estimation results by ERCM with various spacing between electrodes 
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6.5.4. 電極間隔の影響 

次に，電極間隔がそれぞれの同定方法に与える影響について，CFRP積層板内部

での電流経路から検討する．2段階同定電位差法では，各隣接電極間隔の拡大が電

流電極の大幅な拡大につながり，2段階目領域の推定が不可能となり，はく離同定

が困難となった．従って，以降では非対称電流負荷電位差法と電気抵抗変化法にお

いての電極間隔の影響を検討する． 

図 6-9はそれぞれ，試験片 Fig. 6-1において(a)電流を電極 Bから Fに負荷した場

合，(b)電流を電極 D から E に負荷した場合の電流電極間中央及び 1/4 の距離にお

ける x 方向電流密度分布を示す．図 6-9a は非対称電流負荷電位法での場合である

が，電流電極間隔が広いために電流電極間中央付近では電極反対側 0º層を流れる電

流が多い．一方，電気抵抗変化法の場合の図 6-9b では電流電極間隔が狭いために

電極反対側 0º層に流れる電流が少なく，多くの電流は電極側の表面層を流れている． 

 また，図 6-10 は電極側層間部(z=0.25mm)での厚さ方向電流密度分布である．電

流密度の最大値は，電流電極間隔が広い非対称電流負荷電位差法の場合(Fig.6-10a) 

には 2.13[S/m
2
]であり，電流電極間隔が狭い電気抵抗変化法の場合(Fig.6-10b)では

1.46[S/m
2
]である．電流電極間隔が広い方が電流電極部直下での最大厚さ方向電流

密度が高くなっている． 

 電位差法及び電気抵抗変化法では，はく離が厚さ方向電流を妨げることによる積

層板内部での電位変化からはく離を同定する．従って，厚さ方向電流量が多いほど

同定精度も向上すると考えられる．電流電極間隔が広い場合，厚さ方向電流密度は

高く，また，電極反対側層間を流れる電流量も増加する．一方，電流電極間隔が狭

い場合には，負荷電流の大半が電極側表面 0º層を流れ，電極反対側 0º層まで到達

する電流量が少なくなるために負荷電流を効率良く利用していないと考えられる． 
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(a) Spacing between current electrodes is 80mm 
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(b) Spacing between current electrodes is 20mm 

Fig. 6-9 Electric current density to the longitudinal direction 
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(a) Current electrodes are B and F (ADC-EPCM) 
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 (b) Current electrodes are D and E (ERCM) 

Fig. 6-10 Electric current density to the thickness direction at z=0.25mm 
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次に，電極間隔と厚さ方向電流量の関係を調べるために，図 6-11 に示す専用の

試験片を考える．全長は 400mmであり，一対の電流電極（電極長さ 4mm）を試験

片表面に作成してある．この電流電極間隔を 20mmから 340mmまで 20mm間隔で

作成し，試験片内部の電流密度を FEM解析により算出した．図 6-12は，以後の説

明に使用する位置をわかりやすくするために示した．黒で示した電極が図 6-11 で

示した電流電極であり，灰色で示した電極は仮想的に示した電極であり，実際の解

析モデルには設置していない．これは，非対称電流負荷電位差法においては電流電

極間に 3個の電極があることを示しており，非対称電流負荷電位差法における電流

の流れを分かりやすくするためである． 
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Fig. 6-11 Specimen for investigating the electric current density in CFRP laminate 
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Fig. 6-12 Detailed positions of Fig. 6-11 
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図 6-13は，電流電極間隔が 20, 30, 40，及び 80, 120, 160mmの場合の，電流電極

間中央(x=0mm)及び x= -L/4mm（図 6-12参照）の位置での x方向電流密度分布であ

る．図 6-13の(a)～(c)までが表 6-2で示した電気抵抗変化法における電極間隔が 20, 

30, 40mmの場合の隣接電極間通電時の電流密度分布であり，(d)～(f)までが非対称

電流負荷電位差法における電極間隔（電流電極間隔ではない）が 20, 30, 40mmの場

合の電流密度分布となる．電気抵抗変化法の場合には電極間隔が狭いため，電流は

電極側 0º層を主に流れる．一方，非対称電流負荷電位差法では電流電極間隔が広い

ため，ほぼ半分の量の電流が電極反対側 0º層内を流れている． 

 図 6-14 は，電流電極間隔を変化させた場合の，電流電極間中央(x=0mm)におけ

る上下 0º層中間点(z=≤0.375mm)での x方向電流密度である．横軸が電流電極間隔，

縦軸が電流密度である．電流電極間隔が 100mm程度以上になると，電流電極間中

央では上下 0º層を流れる電流量がほぼ等しくなっている．本問題においては理論的

には最大で負荷電流のほぼ半分が電極反対側 0º層へ流れる．負荷した電流を有効に

使うためには，すなわち，厚さ方向に流れる電流を増やして負荷電流の約半分を電

極反対側 0º層まで到達させるためには電流電極間隔は 100mm程度以上あることが

望ましい． 
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(a) L = 20mm                          (d) L = 80mm 
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(b) L = 30mm                          (e) L = 120mm 
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(c) L = 40mm                          (f) L = 160mm 

Fig. 6-13 Electric current density to the longitudinal direction at x=0 and L/4mm 
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Fig. 6-14 Electric current density to the longitudinal direction at x=0mm 

 

 

図 6-15 は電極間隔が 20, 30, 40，及び 80, 120, 160mm の場合の電極側層間

（z=0.25mm）での厚さ方向電流密度分布である．電流電極間隔が広い場合，電流

電極部での最大厚さ方向電流密度は増加する．また，電流電極間隔が狭い場合（図

6-15a）と比較すると，厚さ方向電流密度は全体的に高く，裾野が広がっている． 

 図 6-16 は電流電極間隔を変化させた場合の，電極側層間(z=0.25mm)での x= 

-L/2mm 及び-L/4mm における厚さ方向電流密度を示す．厚さ方向電流密度の最大

値は電流電極部直下であるが，その大きさは電流電極間隔が 100mm程度までは増

加し，それ以上ではほぼ一定となる．一方，x= -L/4mmの位置での厚さ方向電流密

度は，電極間隔の増加に伴って L も増加するために減少している．非対称電流負

荷電位差法の場合，はく離検知のためにはこの位置，すなわち，電流電極に隣接す

る電圧電極位置までの厚さ方向電流を高く保つ必要がある．従って，非対称電流負

荷電位差法では隣接電極部位置でも十分に厚さ方向電流が生じるように電極間隔

を設定する必要がある． 
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(a) Electric current densities by ERCM 
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(b) Electric current densities by ADC-EPCM 

 

Fig. 6-15 Electric current density to the thickness direction at z=0.25mm 
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Fig. 6-16 Electric current density to the thickness direction at z=0.25mm 

 

 

電流電極間隔を 100mm程度以上にすることで，負荷電流の約半分が電極反対側

0º層まで到達するようになり，また，電流電極部での最大厚さ方向電流を高めるこ

とができた．非対称電流負荷電位差法では，電流電極に隣接する電圧電極位置まで

の厚さ方向電流が高ければよいが，電気抵抗変化法では電流負荷経路の違いから，

はく離を検知するためには電流電極間中央付近においても厚さ方向電流を高く保

つ必要がある． 

図 6-17は，図 6-11に示した積層板の-30§x§30mmの範囲での内部電位分布であ

る．電流電極間隔は 20mmとしてある．図中灰色で示した電極は実際には解析モデ

ルには含まれていないが，隣接する電極位置を示している． 

電気抵抗変化法でも同様に，電流電極間中央にて厚さ方向電流が消滅する．寸法

の小さいはく離がこの部分に生じた場合には，この通電経路でははく離を検出する

ことができない．しかしながら，CFRPの強い電気的異方性のために生じる迂回電

流によって，隣接電極間に電流を負荷した場合にも上記の部分で厚さ方向電流が生

じることによりはく離検知が可能となる（図中 x=20mmでの厚さ方向電流の存在）．
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例えば，図 6-1 の試験片において，電極 DE の中央に 5mm 程度のはく離が生じた

場合，電極 DE間での電気抵抗変化率よりも，電極 CD及び EF間での電気抵抗変

化率の方が大きくなる（次節，図 6-24参照）．従って，電気抵抗変化法では，電流

電極間中央に存在するはく離は，隣接電極間通電時にその部分に生じる厚さ方向電

流電流によってはく離を検知している． 

 

 

 

-0.5 

-0.25 

0.25 

0.5 

0 

-30 -10 10 30 

-30 -10 10 30 

-2.0 

2.0 

1.0 

-1.0 

0 

-20 

-20 20 

20 

Electric current  

0 

0 

x = 2.5mm x = 20mm 

E
le
ct
ri
c 
cu
rr
en
t 
d
en
si
ty
 [
A
/m

2
] 

Longitudinal location [mm] 

T
h
ic
k
n
es
s 
lo
ca
ti
o
n
 [
m
m
] 

 

 

Fig. 6-17 Electric current density to the thickness direction around the current electrodes 

 



 

 

第 6章 電位差法及び電気抵抗変化法の同定精度比較 

  - 126 - 

図 6-18 に電流電極間隔を変化させた場合の，非対称電流負荷電位差法と電気抵

抗変化法でそれぞれはく離検知のために十分な厚さ方向電流が必要な位置での厚

さ方向電流密度を示す．非対称電流負荷電位差法では，電流電極に隣接する電極位

置での厚さ方向を高く保つ必要があるため，隣接電極位置 x= -L/4mm，一方，電気

抵抗変化法では，電極間中央での厚さ方向電流を高く保つ必要があり，5mm のは

く離を検知することを考慮し，x= -2.5mm での厚さ方向電流密度を示した．また，

上述の通り，電気抵抗変化法では隣接電極間通電時にも迂回電流が生じるため，隣

接電極位置 x= -L mmでの厚さ方向電流密度も示した．両方法にて，それぞれの位

置において十分な厚さ方向電流が生じていれば，はく離同定が可能であることにな

る．ここで，図中の非対称電流負荷電位差法（x=-L/4mmの位置での電流密度）で

の電極間隔は，電流電極間隔の 4分の 1の長さ，すなわち隣接電極間隔の長さとし

ている．これは，隣接電極間隔を電気抵抗変化法と等しくした場合に生じる厚さ方

向電流を比較するためである． 

電気抵抗変化法では，電流電極間中央付近での厚さ方向電流より，隣接電極間通

電時の迂回電流によって生じる厚さ方向電流密度の方が高い．この厚さ方向電流密

度を等しくするためには，非対称電流負荷電位差法は電気抵抗変化法の電極間隔の

約半分にしなければならない．すなわち，厚さ方向電流密度の比較からは，電気抵

抗変化法は非対称電流負荷電位差法よりも電極間隔を約 2 倍程度に拡大すること

が可能である． 

 : ADC-EPCM (x=-L/4 mm) 

: ERCM     (x=-L mm) 

: ERCM     (x=-2.5 mm) 
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Fig. 6-18 Comparison of electric current density to the thickness direction  

by ADC-EPCM and ERCM 
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6.6.    ノイズによる影響ノイズによる影響ノイズによる影響ノイズによる影響    

実機構造では測定装置，電源や他の外部装置などからの電磁波によるノイズや，

はく離面での局所導通の影響などの実験誤差を受けて測定値が変動することが考

えられる．ここでは，このような測定誤差が各手法の同定精度に与える影響につい

て考察を行う． 

2段階同定電位差法，非対称電流負荷電位差法及び電気抵抗変化法のそれぞれの

方法に対し，FEM 解析よりマトリックス割れのない直線状の層間はく離に起因し

た学習データを算出し，応答曲面を作成した．はく離寸法は 5, 10, 20, 30, 40mmの

5通り，はく離位置は端部に貫通したはく離が生じないように端部電極から他端部

電極位置までの範囲に 5mm間隔で作成した．応答曲面作成には，規格化電極間電

位差変化及び電気抵抗変化率に対しては最大値 1の 10%の誤差を，ノルムには自身

の 10%の誤差を乱数により作成し，上記データに足し合わせることによって得られ

る擬似的に誤差を含めたデータも用いた．この方法により，作成される応答曲面の

回帰精度は低下するが，測定値の多少の変動を許容する応答曲面を作成することが

できる．なお，応答曲面作成の際には， t 検定により回帰寄与の低い項は削除し，

自由度調整済み決定係数が最大になるようにした（Appendix A参照）． 

次に，直線状の層間はく離を用い，寸法が 5, 7, 10, 15, 20, 25, 30, 35, 40mmの場合

の電極間電位差変化及び電気抵抗変化率を算出した．非対称電流負荷電位差法にお

いて電極間隔を 20mm とした場合，5mm のはく離発生に伴う電極間電位差変化の

最大値は 4.32×10-4[V]であった．この値の 10%を誤差の最大値として，乱数により

誤差を作成し，上記電位差変化に足し合わせることによって得られる擬似的に誤差

を含めたデータを同定することで，それぞれの方法においてノイズ誤差が同定精度

に与える影響について検討した． 

 図 6-19は，2段階同定電位差法を用いて誤差を含んだデータを同定した結果を示

す．はく離が電流電極間中央付近に存在する場合に大きな誤同定を生じている．寸

法同定結果は，位置同定誤差が大きく 2段階目領域内の判定ができないために示し

ていない．  

 図 6-20 は，非対称電流負荷電位差法での同定結果を示す．電極間隔が 20mm の

場合の同定結果を図 6-20a, bに，30mmの場合を図 6-20c, dに，40mmの場合を図



 

 

第 6章 電位差法及び電気抵抗変化法の同定精度比較 

  - 128 - 

6-20e, fに，50mmの場合を図 6-20g, hにそれぞれ示す．電極間隔が拡大するにつれ

て，同定誤差は全体的に大きくなっている． 

図 6-21 は電気抵抗変化法での同定結果である．電極間隔が 20mm の場合を図

6-21a, bに，30mmの場合を図 6-21c, dに，40mmの場合を図 6-21e, fに，50mmの

場合を図 6-21g, hにそれぞれ示す．非対称電流負荷電位差法の場合と同様に，電極

間距離の拡大に伴い同定誤差が拡大している．しかしながら，はく離位置の同定誤

差は非対称電流負荷電位差法とは異なり，周期的な変動をしている．また，電極間

隔が広いほどその振幅は大きい．このように，ノイズが同定精度に及ぼす影響はそ

れぞれの方法によって大きく異なっている． 
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   Fig. 6-19 Estimated location of error-included data by TS-EPCM 
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(a) Estimated location                    (b) Estimated length  

(Spacing between electrodes is 20mm)     (Spacing between electrodes is 20mm) 
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(c) Estimated location                     (d) Estimated length 

(Spacing between electrodes is 30mm)     (Spacing between electrodes is 30mm) 
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(e) Estimated location                     (f) Estimated length  

(Spacing between electrodes is 40mm)     (Spacing between electrodes is 40mm) 
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(g) Estimated location                     (h) Estimated length  

(Spacing between electrodes is 50mm)     (Spacing between electrodes is 50mm) 

 

Fig. 6-20 Estimation results of error-included data by ADC-EPCM 
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(a) Estimated location                     (b) Estimated length  

(Spacing between electrodes is 20mm)     (Spacing between electrodes is 20mm) 
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(c) Estimated location                     (d) Estimated length  

(Spacing between electrodes is 30mm)     (Spacing between electrodes is 30mm) 
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(e) Estimated location                      (f) Estimated length  

(Spacing between electrodes is 40mm)     (Spacing between electrodes is 40mm) 
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(g) Estimated location                     (h) Estimated length  

(Spacing between electrodes is 50mm)     (Spacing between electrodes is 50mm) 

Fig. 6-21 Estimation results of error-included data by ERCM 
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 ノイズが同定精度に及ぼす影響の違いについて調べるため，図 6-22～24 には 2

段階同定電位差法，非対称電流負荷電位差法及び電気抵抗変化法での，はく離位置

による各電極間電位差変化の分布を示す．なお，はく離寸法は 5mm である．2 段

階同定電位差法では，電流を端部から端部に流す 1st stageでの電極間電位差変化で

ある．それぞれのプロットは各電極間電位差を示し，また，図 6-23 の添え字は電

流負荷経路を示す．図中破線は，擬似的に発生させたノイズの最大値である．電気

抵抗変化法では，はく離同定に電極間電気抵抗変化率を用いるが，ここでは電位差

法と直接的に比較するため，電位差法と同様に電極間電位差変化を算出した．本質

的には，電気抵抗変化法での電気抵抗変化率と電位差変化率は同じである．以後，

電気抵抗変化法についても，電極間電位差変化を用いて電位差法との比較を行う． 

 2段階同定電位差法でははく離が電流電極間中央付近に存在する場合には，生じ

る電極間電位差変化が小さくなっている．また，擬似的に加えたノイズの最大値よ

りはく離に起因した電極間電位差変化が小さい部分もある．これは，電流電極間中

央付近における厚さ方向電流密度の低下のためである．これが原因で，2段階同定

電位差法では，電流電極間中央付近でのみノイズの影響を強く受けて，大きく誤同

定する結果となった（図 6-19参照）． 

 非対称電流負荷電位差法では，電極間隔が 20mmの場合には，電極間電位差変化

ははく離がどの位置に生じてもノイズの最大値よりも十分に大きい．しかしながら，

電極間隔の拡大につれて，電極間電位差変化はほぼ一様に低下している．電極間隔

の拡大に伴い電位差変化は全体的にノイズレベルに近づいたため，同定誤差ははく

離位置によらず積層板全体で一様に生じた（図 6-20参照）． 

 電気抵抗変化法では，電極間隔の拡大に伴い電極間電位差変化の最大値は増加し

ている．これは，図 6-16に示したように，電極間隔を 100mm程度まで拡大するに

つれて厚さ方向電流密度の最大値が増加するためである．また，上述の通り，電気

抵抗変化法では，はく離が電極間中央に存在する場合には，はく離部を含む電極間

電位差変化よりも隣接電極間電位差変化の方が迂回電流阻害のために大きくなっ

ている．しかしながら，電極間隔が拡大することによって電極間中央付近での厚さ

方向電流は減少し，また隣接電極間通電時の迂回電流も減少するため，はく離が電

極間中央に存在する場合には電極間電位差変化は小さくなる．非対称電流負荷電位

差法の場合とは異なり，電極間隔が広がることによって，はく離位置に依存して電
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極間電位差変化の増加と減少が生じるため，電極間電位差変化のはく離位置による

変化は急峻になっていく．このため応答曲面の追従が十分ではなくなり，また，は

く離が電極間中央に存在する場合には電位差変化が小さくなりノイズレベルに近

づくことから，はく離位置の同定誤差に周期性が現れた（図 6-21参照）． 

 前節にて，厚さ方向電流密度を等しくするためには非対称電流負荷電位差法は電

気抵抗変化法よりも電極間隔を狭める必要があった．しかしながら，電極間隔が

20mmの場合では，はく離によって生じる電極間電位差変化は非対称電流負荷電位

差法の方が電気抵抗変化法よりも大きくなっている．また，電気抵抗変化法では電

気抵抗変化は全て正であるが，非対称電流負荷電位差法では電極間電位差変化が府

になる場合も存在するため，はく離同定のための情報量が多い． 
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Fig. 6-22 Electric potential changes between electrodes due to delamination of various 

locations by TS-EPCM (Delamination length is 5mm) 
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(a) Spacing between electrodes is 20mm(Spacing between current electrodes is 80mm) 
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(b) Spacing between electrodes is 30mm (Spacing between current electrodes is 120mm) 
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(c) Spacing between electrodes is 40mm (Spacing between current electrodes is 160mm) 
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 (d) Spacing between electrodes is 50mm (Spacing between current electrodes is 200mm) 

                                 

Fig. 6-23 Electric potential changes between electrodes due to delamination of various 

locations by ADC-EPCM (Delamination length is 5mm) 
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(a) Spacing between electrodes is 20mm 
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(b) Spacing between electrodes is 30mm 
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(c) Spacing between electrodes is 40mm 
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(d) Spacing between electrodes is 50mm 
 

Fig. 6-24 Electric potential changes between electrodes due to delamination of various 

locations by ERCM (Delamination length is 5mm) 
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 図 6-25 は，非対称電流負荷電位差法及び電気抵抗変化法において，電極間隔を

変化させた場合の電極間電位差変化セット（1回の測定にて得られる電極間電位差

変化の組）の最大値が，他の位置にはく離が発生したときに得られるものよりも最

大または最小になるときの電極間電位差変化を示す．ここでは，最大値として，非

対称電流負荷電位差法でははく離が電極 DE間中央に存在する場合の電極 EG間の

電位差変化（電流経路②），電気抵抗変化法でははく離が x=0mm に存在する場合

の電極 DE間電位差変化とした（図 6-25a）．はく離が端部付近に存在するときには

電極間電位差変化が最も大きくなっているが，これは端部の影響を受けているため

に除外した．また，最小値としては，非対称電流負荷電位差法でははく離が x=0mm

に存在する場合の電極 EG 間電位差変化（電流経路②），電気抵抗変化法では電極

EF間中央の位置にはく離が存在する場合の電極DE間電位差変化とした（図 6-25b）． 

図 6-25aより，非対称電流負荷電位差法では電極間隔の拡大により電極間電位差

変化の最大値は減少しているが，電気抵抗変化法では増加している．これは，図

6-16で示したように，電流電極間隔が 100mm程度までは，電流電極間隔が広がる

につれて厚さ方向電流密度も増加するためである．一方で，図 6-25bより，電極間

隔の拡大に伴い電極間電位差変化の最小値は非対称電流負荷電位差法及び電気抵

抗変化法共に減少している．これは，図 6-23 で示したように，非対称電流負荷電

位差法では電極間隔の拡大に伴い電極間電位差変化は一様に減少し，図 6-24 で示

したように電気抵抗変化法では電極間隔の拡大に伴い，はく離が電極部に存在する

場合には電極間電位差変化が増加し，逆に，電極間中央付近に存在する場合には減

少するためである．   

ノイズなど実験誤差の影響を考慮するために擬似的に加えた誤差の最大値を図

6-25bに破線で示す．このレベルよりもはく離に起因した電極間電位差変化が十分

に大きければノイズの影響を受けにくくなる．電極間隔が 20mmの場合，非対称電

流負荷電位差法の方が最大値及び最小値ともに大きな電極間電位差変化を生じて

いるため，耐ノイズ性が高い．電極間隔を拡大すると，両手法ともに電極間電位差

変化の最小値は減少するためにノイズの影響を受けやすくなる．上述のように電気

抵抗変化法では誤差の影響を強く受けるのは電極間中央付近にはく離が存在する

場合であるが，電極間隔が等しければ，電極間電位差変化の最小値は非対称電流負

荷電位差と電気抵抗変化法でほぼ等しいため，ノイズに対する誤差はほぼ等しいと 
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(a) Maximum electric potential changes between electrodes 
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(b) Minimum electric potential changes between electrodes 

Fig. 6-25 Maximum and minimum electric potential changes between electrodes 
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考えられる．ノイズレベルが変動しても，ノイズが同定精度に与える影響は両手法

でほぼ等しい． 

ノイズ誤差の許容性の観点からは，非対称電流負荷電位差法は電気抵抗変化法と

ほぼ同等であり，電流電極間隔の狭い電気抵抗変化法でも同一ノイズ環境下では非

対称電流負荷電位差法よりも電極間隔を拡大することはできない．また，電極間隔

が狭い場合には非対称電流負荷電位差法は電気抵抗変化法と比較して耐ノイズ性

が高まることから，ノイズレベルが高い環境下では非対称電流負荷電位差法が有利

となる．  

 

6.7.    結結結結    言言言言    

提案した 2段階同定電位差法及び非対称電流負荷電位差法と，従来手法である電

気抵抗変化法との同定精度比較を行った．それぞれの方法において，電極間隔が同

定精度に与える影響について考察した．また，実機でのノイズ環境下を考慮した場

合の有効性についても検討した．正確なノイズレベルを知るためには実機構造での

試験が必要であるが，本章では，このノイズの最大値を，5mm のはく離発生によ

り生じる電極間電位差変化の 10%として，ノイズ誤差による影響がそれぞれの同定

手法に与える影響について定量的に検討した．得られた結果を要約すると以下の通

りである． 

 

(1) 電極間隔が 20mm で等しい場合には，2 段階同定電位差法及び非対称電流負荷

電位差法は電気抵抗変化法と比較してほぼ同等の同定精度を有している．また，

同定精度ははく離形状にほとんど依存しない． 

 

(2) 2 段階同定電位差法では，電極間隔を広げると電流電極間中央付近での同定精

度が急激に低下し，2 段階目領域の判定が困難となる．非対称電流負荷電位差

法及び電気抵抗変化法では，電極間隔の拡大に伴って同定精度は低下するが，

検出すべきはく離寸法目標に対して，電極間隔を任意に設定することができる． 
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(3) すべての位置ではく離を検出するためには，電流電極から離れた位置でも十分

な厚さ方向電流を保つ必要がある．すべてのはく離を検出するために非対称電

流負荷電位差法及び電気抵抗変化法において，必要とされる位置での厚さ方向

電流密度を等しくするためには，非対称電流負荷電位差法では電気抵抗変化法

に対して電極間隔を約半分にする必要がある． 

 

(4) ノイズ誤差を含んだデータによる同定では，2 段階同定電位差法は大きな誤同

定を生じた．非対称電流負荷電位差法では電極間隔の拡大に伴ってはく離位置

に依存せずに一様に同定誤差を生じ，電気抵抗変化法では周期的な同定誤差を

生じた．ノイズ誤差が同定精度に与える影響は各手法によって大きく異なる． 

 

(5) 非対称電流負荷電位差法と電気抵抗変化法では，耐ノイズ性はほぼ等しく，電

極間隔が 20mm以下では非対称電流負荷電位差法が優れる． 

 

(6) 2段階同定電位差法は 1回の電流負荷のみではく離モニターが可能であるため，

低ノイズ環境下であれば，測定時間が短いために有効である．一方，非対称電

流負荷電位差法は常に 2 回の電流負荷を必要とするが，電気抵抗変化法と比較

すると電流負荷回数は大幅に低減され，電流負荷当りの同定領域は 4倍となる．

更に，耐ノイズ性も電気抵抗変化法とほぼ等しい．4 電極法を利用して接触抵

抗の影響を低減している電位差法は，電気抵抗変化法と比較して非常に有効な

同定手法である． 
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CFRP 積層板はく離モニタリング手法として提案されている電気抵抗変化法は，

はく離の位置及び寸法を同定可能な手法として注目されているが，全隣接電極間に

順次通電する必要があるため，システムが複雑で測定にも時間を要すること，接触

抵抗の影響を受けて容易に誤同定する可能性を有していることが大きな欠点であ

った．本論文では，電気抵抗変化法の問題点を解決する新しい方法を提案し，その

有効性を実証することを目的とした． 

ここでは各章において得られた主な結果を総括して述べて，本論文の結論とする．

なお，図 7-1 には本論文の概要を図示した． 

 

第第第第 1 章「緒論」章「緒論」章「緒論」章「緒論」では，構造ヘルスモニタリングの重要性について述べた．CFRP

積層板はく離モニタリングに適用可能な既存の非破壊検査法や，近年研究されてい

るヘルスモニタリング手法を示し，これら方法の中で電位差法の利点に着目した．

電位差法の従来金属への適用研究，及び，近年の CFRP 積層板損傷モニタリングへ

の適用を目的とした研究を挙げた．はく離の位置や寸法を高精度に同定する有効な

手法として，電気抵抗変化法が提案されていたが，この方法では実構造への適用に

際して大きな問題点を有していることを示した． 

第第第第 2章「章「章「章「電位差法の問題点」電位差法の問題点」電位差法の問題点」電位差法の問題点」では，電気抵抗変化法の欠点を解決する電位差法を

CFRP 積層板に適用した場合，直線状の層間はく離のみであれば精度良く同定が可

能であることが示された．しかしながら，実構造で生じるはく離形状は様々である

が，電位差法でははく離形状に依存して寸法同定に大きな誤差を導くことが明らか

となった．はく離形状に依存して誤同定するメカニズムを考察し，その原因を解析

的に明らかにした．回帰精度を向上させるための規格化が，はく離形状による影響

を拡大していることを示した． 

第第第第 3章「章「章「章「2段階同定電位差法による改善」段階同定電位差法による改善」段階同定電位差法による改善」段階同定電位差法による改善」では，電位差法の問題点を解決する新

しい方法を提案した．電流電極間の中央付近にはく離が存在する場合のみ，はく離

形状の差異によって同定精度に誤差を生じることから，はく離がこの部分に存在す

る場合には中央電極から電流を負荷する 2 段階による同定方法を提案した．この方

法を用いることで，はく離形状に依存せずにはく離が同定可能であることを解析的

に示した．また，多数回のはく離実験を実施し，CFRP 積層板に生じた実はく離を

同定した結果，提案手法の有効性を実証した． 
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第第第第 4章「非対称電流負荷電位差法による改善」章「非対称電流負荷電位差法による改善」章「非対称電流負荷電位差法による改善」章「非対称電流負荷電位差法による改善」では，電位差法の問題点を解決す

るもう一つの方法として，非対称電流負荷電位差法を提案した．はく離位置が電流

電極に近い場合には大きな電極間電位差変化が生じ，電流電極間中央付近の場合に

ははく離形状に依存して異なるが，その大きさは小さい．この性質を利用し，電流

経路がそれぞれ半分ずつ重なり合うように電流電極を試験片に対して非対称に作

成して互い違いに電流を負荷すると，それぞれ得られる電極間電位差変化の増減も

互い違いになる．この 2 回の電流負荷によって得られる電極間電位差変化を合わせ

て用いて規格化することで，はく離形状による差異を無視することができる．はく

離形状による電極間電位差変化の差異を無視することができる原理を解析的に示

し，この方法を用いて高精度なはく離同定が可能であることを FEM 解析より明ら

かにした．また，多数回のはく離実験を実施し，CFRP 積層板に生じた実はく離を

同定した結果，提案手法の有効性を実証した． 

第第第第 5章「等価導電率による実験回数削減法」章「等価導電率による実験回数削減法」章「等価導電率による実験回数削減法」章「等価導電率による実験回数削減法」では，逆問題解析手法である応答曲

面の作成に必要な学習データを簡便に取得する方法を提案した．実機大型構造物を

用いたはく離実験により学習データを取得することは高コストであるために数値

解析に置き換える必要があるが，CFRP 積層板の導電率測定は難しく，また，測定

した導電率を用いた FEM 解析より応答曲面を作成しても精度良く実はく離を同定

することは困難である．従って，数回の実験により得られたはく離に起因する電極

間電位差変化と FEM 解析結果との誤差平方和を最小にするような導電率，すなわ

ち等価導電率を探索する方法を提案した．CFRP の有する導電率の範囲を示し，等

価導電率を簡単に探索する方法を示した．算出した等価導電率を用いた FEM 解析

結果から応答曲面を作成し，実はく離を同定した結果，提案した電位差法を用いて

精度良くはく離を同定した．応答曲面の説明変数であるはく離実験による電極間電

位差変化と直接一致するように解析結果を合わせていることから，作成した学習デ

ータ，すなわち応答曲面の信頼性は高く，回帰精度も多数のはく離実験結果から作

成したものよりも高い．数回のはく離実験のみで高精度な応答曲面を作成すること

が可能であることを示した．  

第第第第 6章「電位差法と電気抵抗変化法の同定精度比較」章「電位差法と電気抵抗変化法の同定精度比較」章「電位差法と電気抵抗変化法の同定精度比較」章「電位差法と電気抵抗変化法の同定精度比較」では，提案した 2 つの電位

差法と電気抵抗変化法の同定精度を比較した．提案した 2 つの電位差法は，梁型直

交積層板への適用では電気抵抗変化法と同等な同定精度を有していることが明ら
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かになった．電極間隔が同定精度に与える影響について検証した結果，2 段階同定

電位差法では，各電極間隔の拡大は電流電極間隔の大幅な拡大につながることから，

電流電極間中央付近での同定誤差が大きくなり，2 段階目領域の判定が困難となっ

た．一方，非対称電流負荷電位差法と電気抵抗変化法では，電極間隔の拡大によっ

て同定精度は低下したが，大きな誤同定は生じなかった．これらの方法では，はく

離が厚さ方向電流を妨げることから生じる電位差変化よりはく離を同定するため，

厚さ方向電流が高いことが望まれる．それぞれの方法にてすべての位置ではく離を

検知するために必要な厚さ方向電流密度を等しくするには，非対称電流負荷電位差

法では電気抵抗変化法よりも電極間隔を狭める必要がある．しかしながら，実機環

境下でのノイズが同定精度に及ぼす影響を考慮した場合，それぞれの方法によって

ノイズの影響は異なるが，非対称電流負荷電位差法と電気抵抗変化法では耐ノイズ

性がほぼ等しいことが明らかとなった．更に，電極間隔が 20mm 以下では非対称電

流負荷電位差法が優れる．このことから，電流電極間隔の広い非対称電流負荷電位

差法でも，同ノイズ環境下であれば，電気抵抗変化法と等しい電極間隔とすること

ができる．  

 

以上より，電気抵抗変化法の問題点を解決する 2 種類の電位差法を提案し，その

有効性を実証した．2 段階同定電位差法は 1 回の電流負荷のみではく離モニターが

可能であるため，低ノイズ環境下であれば，測定時間が短いために有効である．一

方，非対称電流負荷電位差法では，常に 2 回の電流負荷を必要とするが，電気抵抗

変化法と比較すると電流負荷回数は大幅に低減され，電流負荷当りの同定領域は 4

倍と広い．更に，耐ノイズ性も電気抵抗変化法とほぼ等しい．4 電極法を利用して

接触抵抗の影響を無視することが可能な提案する電位差法は，電気抵抗変化法と比

較して非常に有効な手法である（図 7-1 及び表 7-1 参照）． 
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同定精度比較 

2段階同定電位差法の提案 

はく離形状による誤同定の原因解明． 

第 2章 

第 3章 

第 4章 

第 5章 

第 6章 

非対称電流負荷電位差法の提案 

� 繊維体積含有率 Vfの影響を検討． 

Vfが高い積層板では同定精度が著しく低下． 

 

 

電位差法の問題点改善 

構造健全保証の観点から CFRP積層板のはく離検出の必要性． 

 ⇒ 電気抵抗変化法の利点に着目． 

 

 

 

第 1章 
電気抵抗変化法の問題点

� 接触抵抗の影響による誤同定の可能性． 

� 全隣接電極間に通電が必要なために測定時間が長く，

また，システムが複雑． 

電位差法による CFRP 積層板はく離同定の提案 

実験回数削減法 

� 数回のはく離実験により等価導電率を算出し，FEM 解析より 

高精度，高信頼性の応答曲面を作成． 

� 繊維体積含有率が 65.5%の積層板にも電位差法は適用可能． 

  （CFRP積層板の導電率測定には大きな誤差が含まれる可能性大） 
 

� FEM 解析を用いてはく離同定可能であることを示した． 

� 多数回のはく離実験を実施し，有効性を確認． 

 

 

� FEM 解析を用い，はく離同定可能であることを示した． 

� 多数回のはく離実験を実施し，有効性を確認． 

 

 

電位差法を用いたはく離同定の実施． 

� 直線状の層間はく離のみであれば精度良く同定可能． 

� はく離形状に依存して大きく誤同定． 

電位差法の問題点を明示． 

� 電極間隔が 20mm であれば，TS-EPCM，ADC-EPCM 及び ERCM

の同定精度はほぼ等しい．⇔ 提案手法のERCMに対する有効性．

� ADC-EPCMは，検出目標のはく離に対して電極間隔を設定するこ

とが可能だが，TS-EPCMは不可． 

 

� 電極間隔が 20mmの場合には ADC-EPCM が最も耐ノイズ性が高い． 

� ADC-EPCM及びERCMはノイズに強いが，TS-EPCMは影響を受けやすい．
 

 

ノイズによる影響 

 

Fig. 7-1 Summary of thesis 
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Fig. 7-2 Characteristics of asymmetrical dual charge electric potential change method 

 

� 電流電極対は積層板に対して非対称に選択． 

� 2 回の電流負荷で高精度に同定． 

 

� 同定精度が高い． 

� 接触抵抗の影響なし． 

� 電流負荷回数が少ない 

（ERCM と比較し単位電流負荷当り 4 倍の同定領域） 

� 耐ノイズ性が高い． 

（特に電極間隔が 20mmのときは最も高い） 

� 検出目標のはく離に対して電極間隔を設定可能． 

利点利点利点利点    

欠点 
� 常に 2 回の電流負荷が必要． 

  （ERCM と比較すれば大幅削減） 

非非非非非非非非対対対対対対対対称称称称称称称称電電電電電電電電流流流流流流流流負負負負負負負負荷荷荷荷荷荷荷荷電電電電電電電電位位位位位位位位差差差差差差差差法法法法法法法法        

② ② 

① ① 

①：Current path 1 

②：Current path 2 
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Table 7-1 Comparison of characteristics of proposed methods 

〇

〇

◎

×

◎

◎

電流負荷回数の少なさ

電極間隔の拡大

耐ノイズ性

◎

×

×

接触抵抗 〇 〇 ×

2段階同定電位差法 非対称電流負荷電位差法 電気抵抗変化法

同定精度 〇 ◎ ◎
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Appendix    A 

 

－逆問題解析手法（－逆問題解析手法（－逆問題解析手法（－逆問題解析手法（ 応答曲面法応答曲面法応答曲面法応答曲面法 ）－）－）－）－ 

 

本論文で提案する電位差法は，はく離に起因した多数箇所での電極間電位差変化

よりはく離位置及び寸法を同定する逆問題である．このような逆問題によく適用さ

れる手法としてニューラルネットワーク(1,2)がある．しかしながら，ニューラルネ

ットワークは教師信号以外のデータに対しての信頼性が不明であり，また，学習コ

ストが高いという難点がある．そこで，本研究では応答曲面法（Response Surface 

Methodology : RSM）(3,4)を用いる．応答曲面法は品質管理のためのプロセス最適化

手法であり，説明変数と被説明変数を多項式近似する．但し，近似式は多項式に限

定する必要はなく，様々な変数変換を行うことで複雑な関数近似も可能である．例

えば，成長曲線（Logistic curve）を用いればパーセプトロンニューラルネットワー

クとなる．本研究では電極間電位差変化とはく離位置または寸法との関係を 2 次多

項式近似した応答曲面を採用する．この場合，ニューラルネットワークと比較して

学習時間は大幅に短縮される． 

本手法において応答曲面法を利用する利点としては以下が挙げられる． 

1. 破壊のメカニズムを考慮する必要がない． 

2. 近似関数の各係数の統計的評価が可能． 

3. 実験計画法を適用することで少ない測定結果から小さい分散の近似関係式

を得ることが可能． 

 

A.1.    最小二乗法最小二乗法最小二乗法最小二乗法 

応答曲面法では入力‐応答空間を近似関数を用いて表現することが必要であり，

一般的には測定結果からの予測となる．近似関数が線形関数であれば最小二乗法を

用いることで，近似関数の係数を統計的に推定することができ，その評価も可能で

ある．応答曲面として 2 次多項式を用いる場合には回帰モデルは次のようになる． 
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β+β+β+β=
1n

1j
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1ji

ijji
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1i
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iii

n

1i

ii0 xxxxy     (A-1) 

ここで，xiを説明変数(Predictor variables or regressors)， を，βiを回帰係数(Partial 

regression coefficients)と呼ぶ．変数が 2 つの場合には 

215

2

24

2

1322110 xxxxxxy β+β+β+β+β+β=     (A-2) 

である．
5214

2

23

2

1 xxx,xx,xx === と変数を置換すると 

∑
=

β+β=
5

1i

ii0 xy        (A-3) 

となり，多変数の一次式に変換できる．高次多項式などは線形化可能な関数であ

る．一般的に，応答曲面の形状に関係なく，係数βに関して線形であればすべて線

形回帰モデルである． 

最小二乗法は線形回帰モデルの回帰係数を推定するのに一般的に用いられる．回

帰係数βの推定に用いる実験点の組の総数を n，変数（変数変換後）の数を k（n > k）

とし，誤差εの期待値はE(ε)=0，分散はV(ε)=σ2であり誤差εiには相関がないとする．

回帰モデルは次のように書ける． 

εXβy +=          (A-4) 

ここに， 
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上式の誤差二乗和を最小化することで，係数βの最小二乗推定量（不偏推定量）b

を求めることができる． 

yXXXb T1T )( −=         (A-6) 

これより，応答曲面は次式で得られる． 

Xby =
)

        (A-7) 

最小二乗法を用いて推定量βを求めることにより得られた回帰モデルの評価には

決定係数(Coefficient of multiple determination) R
2が用いられる． 

T

E

T

R2

SS

SS
1

SS

SS
R −==        (A-8) 
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ここで， 

SSR (Regression sum of squares) : ∑
=

−=
n

1i

2

iR )yy(SS
)

 

SSE (Error sum of squares)  : ∑
=

−=
n

1i

2

iE )yy(SS
)

  (A-9) 

SST (Total sum of squares)  : ER

n

1i

2

iT SSSS)yy(SS +=−=∑
=

 

        iy
)
: 推定値， iy  : 平均値 

決定係数 R
2は回帰モデルの適合性を表す．R

2
=1 の場合には，誤差の分散が 0，

すなわち完全な適合を意味し，残差があれば決定係数は 1 より小さくなり，0 の場

合にはデータの分散がそのまま誤差の分散になり，相関がないことになる．従って，

決定係数は 1R0 2 ≤≤  の範囲の値を取る． 

しかしながら，決定係数 R
2は回帰にほとんど寄与しない変数（例えば 3 次の項

など）を加えても増加するため，変数を加えることによって決定係数 R
2 がより大

きな値を取ってもそれがより優れた回帰モデルとは限らない．また，ある回帰モデ

ルでは，変数を増やすことにより高い決定係数を有しても新規データに対する応答

の精度が低下する可能性もある．これより，実際には回帰モデルの良否の比較のた

めには単位自由度当りの残差を比較する必要があり，自由度調整済み決定係数 Radj
2

（Adjusted coefficient of multiple determination）が用いられる． 

)1n/(SS

)1kn/(SS
1R

T

E2

adj −

−−
−=         (A-10) 

自由度調整済み決定係数 Radj
2 では，回帰に寄与しない項が追加された場合には

その値は低下する． 

 

A.2.    t検定による回帰係数の有意性判定検定による回帰係数の有意性判定検定による回帰係数の有意性判定検定による回帰係数の有意性判定 

回帰モデルの各回帰係数の有意性は t 検定により評価される．各回帰係数 jβ の有

意性を判定する仮説は次のようである． 

 
0:H

0:H

j1

j0

≠β

=β
        (A-11) 
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もし，帰無仮説 0:H j0 =β が棄却されなければ，xjは回帰モデルから削除される．

回帰誤差εが平均 0，分散σ2の正規分布に従うと仮定すると，各回帰係数に関する t

値は t 分布に従う．各回帰係数の t 値は次式で表される． 

 

jj

2

j

0

Cs

b
t =        (A-12) 

ここで，Cjjは最小二乗推定量b jに対応する 1T )( −XX の対角成分，s
2は標本分散で

ある．また， jj

2Cs は回帰係数 jb の標準誤差という． 

帰無仮説 0:H j0 =β は 1kn,2/0 tt −−α> の場合に棄却される． 1kn,2/t −−α は自由度 n-k-1，

有意水準αの t 分布の値である．t 値が実現される確率を t 分布より求め，その有意

水準αより大きい場合には帰無仮説を受け入れ，小さい場合には棄却する．t 値が

有意水準より小さい場合には，その j 番目の変数が回帰モデルに寄与していないこ

とを示すため，その変数を削除することで回帰精度が向上する．ここで，回帰係数

の t0は回帰モデルによって異なるため，変数を削除，または追加することで変化す

る．最適な回帰モデルを求めるためには変数を増減させる増減法や，変数を削除及

び増加させる減少法，増加法などがある．本論文では，まず仮定した回帰モデル（2

次多項式）の全ての変数について t 検定を実施し，帰無仮説が受け入れられた変数

の中から最も t 値の小さい変数を 1 つ削除する．その後，変数を削除した回帰モデ

ルを用いて再度，全変数について t 検定を実施し，帰無仮説が受け入れられたもの

があれば，その中で t 値の最も小さい変数を削除する．この操作を，全ての変数に

ついて帰無仮説が棄却されるまで実施する．この方法により，自由度調整済み決定

係数が高い回帰モデルを作成した．なお，本論文では有意水準αは 5%とした． 

 

A.3.    実験計画法実験計画法実験計画法実験計画法 

実験計画とは，近似精度の高い回帰式を得るための実験点を選択する手法である．

一般に実験点が多ければより精度の高い回帰係数を得ることができるが，多数の実

験を行うにはコスト高となる．従って，少ない実験数でより高い推定精度となる回

帰係数を得ることができる実験点の選択をする必要がある． 

最小二乗推定量bの分散共分散行列は次式で表される． 

 1T2 )()( −σ= XXbV        (A-13) 
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ここで 2σ は応答 yの誤差分散である．式(A-13)において，最小二乗推定量の分散

共分散行列 1T2 )( −σ XX のうち， 2σ は実験の場によって決まり，計画によって決ま

るのは 1T )( −XX である．従って，回帰式の各係数の分散を小さくするためには，

1T )( −XX が全体的に小さくなればよい．多次元の推定量ベクトルを評価する場合，

その分散共分散行列の行列式で定義される一般化分散 ))(Vdet( b を用いることが多

い．一般化分散 ))(Vdet( b を最小化することは，すなわち ))det(( 1T −XX を最小化する

ことである．実験計画により実験点の組み合わせを求める方法としては A，D，G，

Q 最適基準などの様々な方法が提案されている． 

本研究では，梁型試験片を用いたために多数回の FEM 解析を実施してもコスト

高にはならない．このため，実験計画法による解析点の選択は行っていない．しか

しながら，実機適用の際には大規模数値解析を必要とするため，実験計画を用いた

解析点の選択を行うことで，計算コストの大幅な削減が可能である． 

 

 

 

 

 

 

参参参参 考考考考 文文文文 献献献献 

[1] 矢川元基, 吉村忍, 計算力学 [V] －材料力学のためのニューロ応用－, 養賢

堂, 1997. 

[2] Simon Haykin, “Neural networks: A comprehensive foundation”, second edition, 

Prentice-Hall, Inc, New Jersey, (1999). 

[3] R. H. Myers, D. C. Montgomery, "Response Surface Methodology: Process and 

Product Optimization Using Designed Experiments", second edition, John Wiley & Sons. 

Inc., New York, (2002). 

[4] 山田秀, 実験計画法―方法論―, 日科技連, (2004). 

 

 



 

 

Appendix A 

  - 164 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

This page intentionally left blank 



 

 

Appendix B 

  - 165 - 

Appendix    B 

 

－電極間電位差変化測定回路での測定値－－電極間電位差変化測定回路での測定値－－電極間電位差変化測定回路での測定値－－電極間電位差変化測定回路での測定値－ 

 

積層板表面電圧電極での電位を差動アンプにて増幅し，データロガーにより測定

した値を Pとする（図 B-1, B-2参照）．まず，はく離発生前の測定電位は次のよう

になる．   

}V)IRV{(1000P refR00 −+×=       (B-1) 

ここで，V は接触抵抗を除いた積層板の電位，Vref は差動アンプの基準電位，I は

負荷電流，RRは接地側電流電極での接触抵抗である．添え字の 0 ははく離発生前

を意味する．実験では P0がほぼ 0 V になるように Vrefをそれぞれの電極部，また

試験片ごとに設定した． 

同様に，はく離発生後の電極部電位は次のように測定される． 

}V))RR(IV{(1000P refRR −∆++×=      (B-2) 

ここで，DRRは接触抵抗の変化分である． 

はく離発生による電圧電極部での電位差変化は次のように算出する． 

}V)RIV{(1000

}V)IRV{(1000}V)RIIRV{(1000

PPP

0R

refR0refRR

0

−∆+×=

−+×−−∆++×=

−=∆

 (B-3) 

電圧電極間電位差変化にするためには，それぞれの電圧電極部での電位差変化の

差を算出する．例えば，電極 A及び B間の電位差変化とすると 

)}VV()VV{(1000

}V)RIV{(1000}V)RIV{(1000PP

0BB0AA

0BRB0ARABA

−−−=

−∆+−−∆+=∆−∆
 (B-4) 

となる．接触抵抗の影響はこの差をとることで消去される．  

本文中で示した電圧電極間電位差変化(Pi‐Pi0)での Piは上記と異なり，電極間電

位差変化を直接示しており，例えば，電極 AB 間( i = AB)では，式(B-4)に示す

BA P,P ∆∆ と以下の関係にある． 

1000

PP
PP BA

0ABAB

∆−∆
=−       (B-5) 
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Fig. B-1 Differential amplifier 

 

 

 

 

RR V + IRR 

V : Electric potential at voltage electrode 

RL, RR: Contact resistance at current electrodes 

RL 

I 

Current electrode Current electrode 
Voltage electrode 

0V 

Fig. B-2 Electric potential at voltage electrode 
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Appendix    C 

 

－はく離実験結果－－はく離実験結果－－はく離実験結果－－はく離実験結果－ 

 

C.1.    2段階同定電位差法に対するはく離実験結果段階同定電位差法に対するはく離実験結果段階同定電位差法に対するはく離実験結果段階同定電位差法に対するはく離実験結果 

 

 

応答曲面作成用（測定値は増幅回路によって 1000 倍した値） 

測定位置 [mm] 測定寸法 [mm] BC CD DF FG GH

-82.8 3.6 0.3175 0.095 0.0475 0.01 -0.0025

-75.6 12.5 1.0175 0.2425 0.1125 0.0125 -0.0025

-75.3 6.9 0.3725 0.1125 0.06 0.015 -0.02

-68.0 3.4 0.2175 0.0625 0.035 0.0025 0.015

-60.8 8.9 0.565 0.17 0.0825 0.0225 -0.0025

-52.2 5.2 0.175 0.2325 0.1125 0.025 0.0125

-43.8 13.8 0.025 0.2575 0.1175 0.015 0.0075

-39.1 9.0 -0.0475 0.085 0.1525 0.0175 0.0125

33.9 19.8 0.0075 0.015 0.2775 0.1325 -0.14

34.2 16.6 -0.0375 -0.015 0.1125 0.12 -0.1725

37.0 20.7 0.0025 0.0225 0.1875 0.2325 -0.3325

49.5 10.5 0.0125 0.015 0.0525 0.115 0.01

52.3 10.6 0.045 0.015 0.12 0.225 0.17

53.9 11.4 0.035 0.0375 0.1725 0.4325 0.1725

63.4 14.0 -0.015 0.0025 0.16 0.5125 1.37

69.0 10.2 0 0.0075 0.0375 0.18 0.75

71.2 3.1 0.035 0.0025 0.0275 0.05 0.23

73.1 7.8 -0.03 -0.075 0.0475 0.1975 0.785

83.1 5.8 -0.025 0.04 0.01 0.045 0.365

83.9 4.3 -0.0025 0.01 0.065 0.1175 0.3975 CD DF FG

-6.1 17.9 -0.01 -0.03 0.05 -0.01 0.005 -1.26 0.635 0.31

-3.2 9.5 0.11 0.34 1.315 0.14 0.0375 -0.795 0.925 0.1375

-1.4 29.3 0.0175 0.095 0.67 0.1525 -0.035 -1.975 -0.2675 1.515

2.1 25.3 -0.05 0.0125 0.6 0.05 -0.055 -0.99 -0.0225 0.5875

13.4 17.3 0.015 0.0125 0.0975 -0.035 -0.0475 -0.185 -0.9925 0.775

17.3 16.7 0.02 0.0175 0.06 -0.085 -0.075 -0.3225 -1.4925 0.7125

17.5 7.7 -0.0125 0.0125 0.65 -0.5125 -0.0375 -0.24 -0.265 0.135

1st stage 

2nd stage

電極間電位差変化 [V]

電極間電位差変化 [V]
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はく離同定用（測定値は増幅回路によって 1000 倍した値） 

測定位置 [mm] 測定寸法 [mm] BC CD DF FG GH

-77.9 8.7 0.75 0.2925 0.1675 0.03 -0.0625

-74.5 8.7 0.78 0.285 0.115 0.0775 0

-73.0 4.5 0.225 0.07 0.025 0.0025 0.0075

-64.4 12.0 0.9425 0.29 0.085 0.0225 0

-56.8 11.9 0.28 0.2875 0.1075 0.0025 -0.0025

-52.3 5.5 0.115 0.155 0.0725 0.025 0.015

-48.8 8.0 -0.0175 0.1325 0.0525 0.0125 0.0125

-36.8 19.9 -0.23 0.2275 0.1025 0.005 -0.0425

-31.0 18.8 -0.2675 0.065 0.175 0.0575 0.0175

26.1 9.2 0.0125 0.0175 0.0425 -0.0025 -0.055

34.8 10.4 0.015 0.01 0.1275 0.085 -0.1925

37.5 11.4 -0.0075 -0.0175 0.1025 0.195 -0.13

43.3 9.0 0.015 0.0175 0.07 0.13 -0.095

47.5 17.8 0 -0.005 0.15 0.265 0.015

50.9 8.2 0.015 0.02 0.0725 0.1675 0.125

55.9 12.6 0 0.0375 0.2275 0.395 0.645

64.2 11.2 0.0175 0.015 0.06 0.14 0.5325

70.5 10.1 0.02 0.01 0.04 0.1 0.355

72.5 7.0 0.02 0.0275 0.0975 0.2025 0.46 CD DF FG

-16.3 18.7 -0.0175 -0.1625 0.195 0.0575 0.0225 -1.2775 1.07 0.3025

-15.5 9.8 -0.0375 -0.7125 0.8325 -0.04 -0.0325 -0.115 0.2675 0.195

-3.6 25.5 -0.1125 -0.0225 0.38 -0.02 -0.09 -1.0475 0.45 1.1375

-2.8 23.8 -0.0825 -0.0375 0.2875 0.0125 -0.01 -1.0925 0.385 1.21

1.0 19.0 0.02 -0.025 0.0775 -0.0275 0.0025 -0.6725 0.06 0.63

10.8 15.9 -0.0125 0.0175 0.8025 -0.6675 -0.03 -0.465 -0.5 0.6275

11.4 23.7 0.02 0.055 0.535 -0.2075 -0.06 -0.9375 -0.785 1.8475

15.9 7.5 -0.085 0.03 0.375 -0.29 -0.0025 -0.1325 -0.3125 0.3425

2nd stage

1st stage 

電極間電位差変化 [V]

電極間電位差変化 [V]

 

 

 

等価導電率探索用（測定値は増幅回路によって 1000 倍した値） 

測定位置 [mm] 測定寸法 [mm] BC CD DF FG GH

31.0 11.6 0.0125 0.025 0.0775 0.0225 -0.0675

53.0 8.0 0.0075 0.015 0.0575 0.265 0.1025

69.5 10.6 0.005 0.0075 0.0375 0.18 0.77

1st stage 

電極間電位差変化 [V]
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C.2.    非対称電流負荷電位差法に対するはく離実験結果非対称電流負荷電位差法に対するはく離実験結果非対称電流負荷電位差法に対するはく離実験結果非対称電流負荷電位差法に対するはく離実験結果 

 

 

応答曲面作成用（測定値は増幅回路によって 1000 倍した値） 

測定位置 [mm] 測定寸法 [mm] AC① CE① EG① GI① AC② CE② EG② GI②

-75.0 8.1 0.6775 0.11 0.01 0.0075 0.0025 -0.0025 0.0025 0

-74.2 18.4 3.34 0.7825 0.0625 0 0.3575 0.1 -0.0275 0.0125

-72.6 23.7 2.9625 0.7775 0.0525 0.0025 0.3275 0.03 0.065 0.065

-70.2 10.0 0.5325 0.2475 -0.015 0.035 0.0425 0.3325 -0.0775 -0.17

-69.4 10.8 0.4775 0.2075 0.0275 0.005 0.09 0.065 -0.095 -0.025

-62.4 20.0 3.41 1.7775 0.28 0.0325 0.365 0.45 0.0325 -0.0125

-62.3 8.8 0.26 0.21 0.0475 0.0475 -0.0325 0.1775 -0.345 -0.1925

-58.4 4.0 0.23 0.1125 0.015 0.0025 0.0125 0.04 0.005 0.02

-56.6 6.8 0.345 0.5675 0.01 0.0175 0.035 0.14 -0.135 -0.02

-56.1 3.4 0.4975 0.15 0.03 -0.0025 -0.0475 0.2475 0.0325 -0.0475

-52.1 24.0 -0.995 2.8175 0.1325 0.005 -0.26 0.57 -0.08 0.07

-52.1 12.5 -0.245 0.465 0.025 -0.005 -0.05 0.2025 -0.0225 0.085

-51.4 11.4 -0.2475 0.575 0.1075 0.0175 -0.115 0.34 -0.0075 0.0325

-46.6 15.2 -0.6475 0.675 0.0575 0 -0.3225 0.2725 0.03 0.04

-41.9 11.0 -0.35 0.5125 0.0775 0.0075 -0.3825 0.425 0.0025 -0.0475

-36.4 4.4 -0.38 0.48 0.01 -0.0025 -0.06 -0.0325 0.0525 0.1075

-36.4 11.9 -0.6425 0.7025 0.0325 -0.0075 -0.2375 0.255 0.04 -0.025

-35.8 5.8 -0.9625 1.14 0.015 -0.0025 -0.0175 -0.0575 0.05 -0.14

-35.1 25.5 -1.8775 2.2075 0.2 0.03 -2.11 1.935 0.6625 0.0825

-29.8 14.0 0.02 2.0175 0.2075 0.0075 -1.0425 0.9225 0.6475 0.055

-29.1 19.2 -0.315 0.3 0.095 0.015 -1.6525 1.0025 0.9575 0.0775

-24.7 14.2 -0.08 0.4725 0.0575 0.005 -0.7975 0.4225 0.345 0.025

-18.7 9.3 0.0875 0.315 0.14 0.045 -0.355 0.5375 0.3375 0.0225

-18.3 3.4 0.02 0.05 0 -0.005 -0.21 0.8575 0.0075 0.025

-15.1 12.0 0.0325 0.0525 -0.1175 -0.0025 -0.35 -0.3775 0.7775 0.095

-14.3 17.5 0.06 0.2575 -0.2775 -0.035 -0.5675 -0.815 1.44 0.14

-2.7 11.8 0.1 1.14 -1.015 -0.115 -0.4275 -0.885 1.1525 0.0975

6.1 7.2 0.045 0.3175 -0.2975 -0.035 -0.0325 -0.1275 0.2375 0.03

8.1 16.6 0.09 0.8625 -0.8175 -0.1275 -0.0725 -0.4175 0.475 0.0175

9.5 30.3 0.305 2.4925 -1.5225 -0.815 -0.19 -2.4225 2.87 0.21

9.8 6.5 0.025 0.2325 -0.1825 -0.045 -0.005 -0.06 0.0875 -0.0075

9.9 13.3 0.0225 0.5325 -0.39 -0.19 -0.015 -0.12 0.0475 -0.03

15.7 7.8 0.0175 0.0325 0.1075 -0.11 -0.06 0.1425 0.19 -0.1175

23.8 6.9 0.0225 0.31 0.1975 -0.565 0.015 0.0225 -0.115 0.0075

27.2 10.3 0.0575 0.39 0.45 -0.7325 -0.025 0.1475 0.05 -0.1025

27.9 3.7 0.0325 0.215 0.1775 -0.3475 -0.065 0.23 0.02 -0.125

30.1 17.4 0.0575 0.5475 0.905 -1.7525 0.0225 0.0425 1.045 -0.4975

電極間電位差変化 [V]
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続き 

測定位置 [mm] 測定寸法 [mm] AC① CE① EG① GI① AC② CE② EG② GI②

33.1 11.4 0.05 0.085 0.4225 -0.4525 0.0075 -0.025 0.89 -0.7575

33.4 8.2 0.03 0.2175 0.5825 -0.69 0.0075 0.035 0.16 -0.2275

35.0 20.0 0.0325 0.3275 1.735 -1.795 -0.01 0.07 1.4825 -1.3425

37.5 6.2 0.0225 0.1425 0.285 -0.3025 0.035 0.0425 0.5725 -0.59

43.0 6.6 0.0125 0.0375 0.2 -0.1675 0.0025 0.025 0.1425 -0.0525

44.5 10.3 0.0225 0.075 0.4125 -0.375 0.0175 -0.0575 0.6175 -0.5425

51.7 10.6 0.0125 0.045 0.1775 -0.1225 0 0.0425 0.5975 -0.3675

58.9 14.3 0.015 0.04 0.1525 0.0275 -0.005 0.1025 1.2 0.21

60.8 22.4 0.01 0.055 0.15 0.105 -0.125 0.4175 1.5775 1.055

65.2 11.6 0.01 0.0075 0.03 0.0775 -0.0275 -0.0425 0.345 0.575

66.0 9.8 0.01 0.0475 0.0475 0.09 -0.005 0.025 0.4325 1.06

67.6 10.9 0.0025 -0.005 0.0025 0.045 0.0125 0.015 0.105 0.4175

70.0 30.6 -0.01 0.0175 -0.0375 0.1725 0.0525 -0.0525 0.805 4.845

70.2 20.7 -0.0075 0.02 0.0925 0.1725 0.0325 0.0825 1.1275 1.455

79.3 12.2 0.0075 0.005 0.0175 0.035 0.0625 -0.06 0.165 1.2925

81.7 9.3 0.0125 0.0625 0.06 0.1525 0.0225 0.07 0.1875 1.075

82.5 8.4 0.025 0.0325 0.02 0.09 0.0175 -0.005 0.0675 0.9

電極間電位差変化 [V]

 

 

 

はく離同定用（測定値は増幅回路によって 1000 倍した値） 

測定位置 [mm] 測定寸法 [mm] AC① CE① EG① GI① AC② CE② EG② GI②

-71.1 13.4 0.7825 0.1025 0.01 0.005 0.0425 0.075 0.03 -0.15

-65.3 16.6 1.6025 1.1975 0.135 0.0275 0.31 0.18 0.1325 0.015

-57.2 6.6 0.3875 0.29 0.03 0 0.01 0.0275 -0.04 0.0275

-47.1 12.2 -0.3975 0.4875 0.0775 0.005 -0.155 0.1775 0.0825 0.0175

-35.2 14.4 -0.575 0.4925 0.085 0.01 -0.89 0.85 0.2475 0.03

-20.3 26.5 -0.22 0.385 -0.0225 0.005 -2.185 -0.1875 2.425 0.115

-10.7 11.8 0.0275 0.035 -0.0725 0.005 -0.12 -0.2625 0.375 0.02

15.1 15.1 0.0575 1.02 -0.6325 -0.4475 -0.005 -0.0475 0.1875 -0.0075

18.9 15.3 0.17 0.9375 0.3525 -1.23 -0.005 -0.0125 0.2775 -0.1125

31.9 11.8 0.0075 0.15 0.4775 -0.6025 -0.005 0.18 0.03 -0.1675

35.7 20.1 0.0625 0.42 1.685 -1.8075 0.065 0.22 1.4775 -1.4775

49.5 8.0 0 0.0325 0.14 -0.1275 0.005 0.0975 0.28 -0.3025

56.4 24.4 -0.005 -0.0275 0.2225 -0.14 0.0125 0.0375 1.6175 0.645

63.0 12.6 -0.0125 -0.0775 0.0025 0.08 -0.005 0.115 0.4 0.7275

67.9 19.8 0.015 0.0175 -0.0075 0.0825 0.0325 0.075 0.5125 2.125

80.2 8.6 0.005 0.0225 0.015 0.1675 -0.06 0.12 0.0475 1.445

電極間電位差変化 [V]
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等価導電率探索用（測定値は増幅回路によって 1000 倍した値） 

 

測定位置 [mm] 測定寸法 [mm] AC① CE① EG① GI① AC② CE② EG② GI②

-64.9 17.8 0.86 0.6925 0.0225 0.0175 0.05 0.085 0.0275 0.01

-52.7 20.7 -0.7775 2.3875 0.2625 0.035 -0.2025 0.5225 0.2 0.0125

8.4 22.7 0.26 2.215 -1.535 -0.765 -0.0975 -0.5025 0.6725 0.1925

29.9 10.2 0.0775 0.265 0.4525 -0.6225 -0.0275 0.1675 0.05 -0.135

電極間電位差変化 [V]
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